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第第第第1章章章章    序論序論序論序論 

 

1.1 研究研究研究研究のののの背景背景背景背景 

 

1965年にGordon Mooreが発表した、2年ごとにトランジスタの集積度が 2倍になっていくと

の観測はMooreの法則として知られ[1.1]、トランジスタサイズの縮小化はほぼ彼の予測通りに

進んできた。スイッチングの高速化、低消費電力化の要求はこれを後押しし、とどまるところ

を知らない勢いでトランジスタは縮小化されてきた。 

中でもMOS(metal-oxide-semiconductor)トランジスタのゲート絶縁膜はとりわけ重要で、その

厚みは 2 nm 以下まで薄膜化されてきている。しかしながら、ゲート絶縁膜として長い間用い

られてきたSiO2は、数原子層まで薄くなるとトンネル現象による漏れ電流の増加により使用で

きなくなり、厚み 1.2 nmが限界と言われている。物理的薄膜化の緩和策として、SiO2に替わり、

より誘電率の高い SiON 膜を用いて実効的膜厚を薄くする方法がとられてきたが、既にこれに

も限界が見えている。2007年版半導体ロードマップ(ITRS: international technology roadmap for 

semiconductors) [1.2]によれば、SiON膜が用いられるのもDRAMハーフピッチで 65 nm世代ま

でであり、45 nm世代から(2010年頃)はさらに誘電率の高い、ハフニウム(Hf)やランタン(La)の

酸化膜をベースとしたいわゆる high - k膜が用いられるとされている。中でもHfOxは最も可能

性の高い代替材料とされ、すでに実用化されチップとして市場に出ているものの、未だ改良開

発は精力的に行われている。これらの材料は、本質的に Si 基板との界面で電気的特性が悪く、

また、相互拡散するなどの問題があるため、バリア層や多層化などオングストローム(Å)スケー

ルの複雑な膜構造の設計と製作プロセスの開発が必要である。これらの開発は、試行錯誤的な

条件出しが大半の作業であるが、迅速な分析結果のフィードバックと条件を変えた再実験の繰

り返しのスピードが成果を左右する。そのため前処理不要な効率的で信頼性の高い物理分析技

術が重要である。 

また、トランジスタサイズの縮小に伴い、接合部も 10 nmを切るような浅いものが求められ

てきている。同接合部への不純物注入は、その正確なドーズ量・深さ制御性から長年イオン注

入法が用いられてきたが、要求される注入領域が浅くなるとともに注入イオンの低エネルギー

化が求められており、注入装置の電流性能が追随できていないのが現状である。分子や化合物

を用いて飛程を小さくした注入や、プラズマドーピングなど、浅い接合に対する技術開発は進

められているものの、未だ途上である。ここでも、表面数 nm を分析できる、高い深さ分解能

を持った、高速な分析技術が望まれている。 

他方、素材分野においても、半導体分野で開発された各種プロセス技術を材料の表面技術に

応用し、摺動性、耐摩耗性、耐腐食性など特殊機能を付与する技術も開発されつつある。また
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近年、ダイヤモンド薄膜、磁性多層膜に代表される新機能材料の開発も盛んであるが、いずれ

も表面から数十 nmの極表面領域が観察対象となっている。 

これまで薄膜の元素分布分析には、2 次イオン質量分析分光法(SIMS: secondary ion mass 

spectrometry)や、オージェ電子分光法(AES: Auger electron spectroscopy)が多用されてきた。SIMS

は、数 ~ 数十 keV のセシウム Cs や酸素 O のイオンビームを試料に照射して、表面をスパッ

タリングで削り取りながら 2次イオンの質量分析を行うもので、その検出感度は他手法を凌駕

している。しかしながら、スパッタリングを用いるが故に起こる、表面のトランジェント効果

やマトリックス効果のため表面極近傍(< 3 nm)の分析に大きな問題を抱えている[1.3, 1.4]。また、

AESは、表面をArイオンなどによるスパッタリングで削り取りながら、数 ~ 数十 keVの電子

ビームを試料に照射し、放出されるオージェ電子のエネルギーを分析することで、表面元素の

組成を調べる手法であるが、SIMSと同様スパッタリングを用いるため選択スパッタリングや、

入射イオンによる表面損傷(アモルファス化、ミキシング等)などの問題がある。近年、スパッ

タリングを用いない分析手法として、角度分解型 X 線光電子分光法(AR-XPS: angle-resolved 

X-ray photoelectron spectroscopy)が実用化されており、試料表面の化学結合状態を測定する手段

として利用されはじめている。しかしながら、光電子の脱出深さや測定スペクトルの解釈にお

ける不確かさは本質的なものであり、高精度な深さ分布を求める手段としての認識は低い。ま

た、Ar プラズマによる面スパッタリングを利用したグロー放電分光法(GDS: glow discharge 

spectroscopy)は、スパッタリングの速度が速いことから近年普及が進んできたが、プラズマ立ち

上げの不安定性により極表面の測定には信頼性が低く、不平行なスパッタ形状により高精度な

深さ方向分析は困難である。透過電子顕微鏡(TEM: transmission electron microscopy)は、エネル

ギー分散分光法(EDX: energy dispersive X-ray spectroscopy)と組み合わせて、試料断面の像を原子

レベルの分解能で観察しながらの組成分析が可能であるが、そもそも試料断面の作製(数百 nm

の薄片にする必要がある)に半日以上の時間とコストを要しスピード感のある分析にはほど遠

い。原子 1個 1個を検出する原子プローブ顕微鏡(AP: atom probe)が最近開発され、その究極の

深さ分解能から注目されているが、本手法も試料の作製(先端数 nmの針状に加工する必要があ

る)に時間とコストを要する。 

本研究で対象としたラザフォード後方散乱分光法(RBS: Rutherford backscattering spectrometry)

は、非破壊性、定量性、高効率といった特長を有し、組成の深さ分布を得るために古くから広

く用いられてきた。しかしながら、1 ~ 2 MeVのイオンビームを用い、エネルギー分析器とし

て半導体検出器を用いた標準的なRBSの深さ分解能は 10 nm程度であり、上で述べた極薄膜化

された試料分析の要求には応えきれなかった。そこで本研究では、深さ分解能が高く、測定速

度の向上も図ることが可能な新しい分光法を提案し、上記要求に応える性能を確認することを

目的とした。 

 



3 
 

1.2 ラザフォードラザフォードラザフォードラザフォード後方散乱後方散乱後方散乱後方散乱分光分光分光分光法法法法のののの現状現状現状現状 

 

前節で述べたように、従来の標準的なRBSでは、エネルギー分析器として用いる半導体検出

器のエネルギー分解能が制約となり、深さ分解能は 10 nm 程度であった。これを改善すべく、

半導体検出器に替えてエネルギー分解能の高い電場型や磁場型の分析器(分析エネルギーの 0.1 

~ 0.2 %程度の分解能を持つ)を用いた高分解能RBS装置が各地で開発された。これらはそれぞ

れ、中エネルギーイオン散乱(MEIS: medium ion scattering)分析装置、高分解能 RBS(HRBS: 

high-resolution RBS)分析装置として、ここ 25 年の間に開発され実用化されてきた。MEIS や

HRBSを用いると、サブ nmの高い深さ分解能でのRBS分析が可能になったが、その立体角が

犠牲になり(< 1 msr)、測定時間の増大に加え、試料へのプローブイオンビーム照射量の増大か

ら試料ダメージが懸念されている。 

従来から高い分解能の分析性能を維持しながら大立体角を実現するRBSが望まれており、可

能性のある手法として磁場中の荷電粒子のサイクロトロン運動を利用したアイディアが 1995

年に井上らから公開されたが[1.5](図1-1参照)、一様な強磁場(~ 2 T)を得る技術が未確立であり、

詳細な検討や装置開発には至っていなかった。 

本研究では、図 1-2 に示すように、高分解能な分析性能を維持しながら大立体角を実現する

可能性のあるサイクロトロン型RBS分析装置(CRBS: cyclotron RBS)について、理論的な研究と

装置開発を行うことにより、その原理実証を行い、実用化のための指針を得ることを目指した。 

 

 

図 1-1 井上らが提案したCRBS分析装置[1.5]。イオン源 5から出たイオンビームは強磁場中に

設置された試料 9に照射される。散乱イオンの一部は、アパーチャ 12を通過し検出器 13によ

り検出される。磁場の走査もしくは試料-アパーチャ間の距離の変更により RBS エネルギース

ペクトルが取得される。 
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図 1-2 各種RBSの性能。横軸は質量分解能および深さ分解能を、縦軸は分析器の立体角を示し

た。CRBSは高い分解能と大きな立体角を同時に実現できる。 

 

 

1.3 論文論文論文論文のののの構成構成構成構成 

 

本研究ではCRBSに関する 3つの課題、(i) 性能の理論的評価、(ii) 実験機の開発、(iii) 実験

機による原理実証、に取り組んだ。 

第 1章は序論であり、本研究の技術的背景としてエレクトロニクス分野・素材分野における

分析対象の極薄膜化・複雑化の動向と、それらを評価するための高分解能かつ高速な分析手法

への要求について示し、現状の各種表面分析法とRBSの特徴について概観した上で、CRBSの

可能性と目指す方向を明確にする。 

第 2章では、RBSの基本原理・特徴について述べた後に、RBSに基づいた各種分析装置、特

に中エネルギー(数百 keV)のプローブイオンと分解能の高いエネルギー分析器を用いた各種装

置を示し、長短を整理する。 

第 3 章では、まず、CRBS 分光の原理を示す。CRBS では、鉛直縦方向の中エネルギー入射

ビームを用い、鉛直縦方向の一様強磁場(最高 2 T)中に設置した試料とエネルギー分離アパーチ

ャと 2次元の位置検出器により試料で散乱されたイオンのエネルギー分析を行う。次に、CRBS
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スペクトロメータの特性として、エネルギー分解能、立体角、質量分解能、深さ分解能を解析

的に評価する公式を導く。これらの性能は、試料-エネルギー分離アパーチャ間の距離Lやアパ

ーチャの直径φaなどの値に依存し、概して Lやφaを小さくすることによりエネルギー分解能、

質量分解能、深さ分解能ともに高くなるが、立体角は小さくなることを示す。また、実用的な

Lやφaの例を示し、これらを適切に選択すれば、10 msr以上の大きな立体角と、高分解能RBS

と同等のサブ nmでの深さ分解能での測定が同時に実現可能であることを明らかにする。 

さらに、散乱イオンのスペクトルを計算するための基礎公式を導出し、スペクトル・シミュ

レータの開発を行う。シミュレータで得られた CRBS スペクトルは、通常の RBS スペクトル

と類似していることを示し、スペクトルの直感的な解釈が可能なことを明らかにするとともに、

試料内の軽元素に対する感度が通常RBSよりも高いという特長について示す。 

第 4章では、加速器部と、超電導磁石を用いたスペクトロメータ部とから成るCRBSシステ

ムの機器開発について述べる。イオン源、イオンの速度フィルタ、高圧電源、加速管など、加

速器部各機器の小型化により、スペクトロメータ部の上に搭載できる大きさとなり、全体で幅

1.8 m、奥行き 1.4 m、高さ 2.5 mとコンパクトなCRBSシステムを完成させたことについて示

す。また、各機器の特性評価を行い、プローブとして中エネルギーHe+ビームが安定に十分な

電流を持って得られること、均一度の高い磁場空間が得られることなど、分光に必要な性能を

有すること示す。磁場均一度については、3 次元で測定した磁場分布を用いて散乱イオンおよ

び入射イオンの軌道計算を行って評価する。サイクロトロン運動が理想に近い状態、すなわち

散乱イオンがほぼ中心軸に戻りエネルギー分離アパーチャを通過することを確認するとともに、

試料上で収束ビームを得るためにはスペクトロメータ内に最適な試料位置が存在することを示

し、50 µm以下のビームが得られることを計算で示す。 

第 5章では、第 4章で開発したCRBS分析装置を用いて、昨今薄膜化が進んでいるMOSFET

のHigh-kゲート絶縁膜を想定した、HfO2試料(膜厚約 2 nm)を測定した結果について述べる。検

出面に設置した半導体検出器でエネルギースペクトルを測定し、測定したエネルギースペクト

ルがHfのスペクトルであることの確認として、入射ビームのエネルギーに応じてHfからの散

乱イオンの信号がスペクトル上でシフトすることを示す。また、Hfスペクトルの信号量の解析

から、10 msr以上の大きな立体角を示唆する結果が得られることを明らかにする。 

次に、幅 1 mmの微小検出スリットを半導体検出器に設置し、入射ビームのエネルギー走査

によるHf信号の収量の変化から、スペクトル上のHfピークの幅を評価した結果について詳述

し、表面における深さ分解能が約 4.3 nmであることを明らかにする。 

第 6章は結論であり、各章の研究より得られた結論をまとめるとともに、CRBSの実用化へ

の課題と展望を述べる。 
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第第第第2章章章章    ラザフォードラザフォードラザフォードラザフォード後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法(RBS)のののの原理原理原理原理とととと各種各種各種各種RBS分析装置分析装置分析装置分析装置 

 

ラザフォード後方散乱分光法(Rutherford backscattering spectrometry: RBS)は、表面領域の元素

組成の測定や原子構造の決定に古くから広く用いられている[2.1, 2.2, 2.3]。プローブとなる入射

イオンは、通常 1 ~ 4 MeVに加速された水素(H)やヘリウム(He)のイオンが用いられる。1 MeV

以下のエネルギーの入射イオンを用いる場合は、イオンエネルギーの大きさに応じて中エネル

ギーイオン散乱法：MEIS(medium energy ion scattering)と低エネルギーイオン散乱法：LEIS(low 

energy ion scattering)あるいは ISS(ion scattering spectroscopy)に分けられるが、原理はRBSと同じ

である。本開発研究で扱うプローブは 300 ~ 500 keVのHe+イオンであるから、エネルギーから

言うと中エネルギーのMEISに相当する。本章では、RBSの原理を説明した後、RBSに基づく

各種分析装置、特に半導体検出器(SSD: solid state detector)を用いた標準RBS(エネルギー1 ~ 4 

MeV)と、中エネルギー(数百 keV)のプローブイオンと分解能の高いエネルギー分析器を用いた

各種装置を示し、長短を整理する。 

 

2.1    ラザフォードラザフォードラザフォードラザフォード後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法(RBS)のののの原理原理原理原理 

 

RBS は以下のような 4 つの物理概念にその基礎を置いている。4 つとは、(1)弾性散乱因子、

(2)散乱断面積、(3)阻止能、(4)エネルギー・ロス・ストラグリングであり、本節では、これらに

ついて順次説明した後、RBSによる膜組成分析、RBS分析においてよく利用されるチャネリン

グについても簡単に示す。 

 

2.1.1    弾性散乱因子弾性散乱因子弾性散乱因子弾性散乱因子 

 

図 2-1 のように、速度 vin、エネルギーEinを持った質量M1のイオンが、試料中で静止した質

量 M2 の原子によって弾性散乱されたとき、次のようなエネルギーと運動量の保存則が成立す

る。 

2

22

2

out1

2

in1
2

1

2

1

2

1
vMvMvM +=       (2-1) 

ϕθ coscos 22in1in1 vMvMvM +=       (2-2)  

ϕθ sinsin0 22out1 vMvM −=       (2-3) 
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ここで、vout、v2はそれぞれ散乱後のイオンと原子の速度、θは散乱角、ϕは反跳角である。これ

ら 3つの式からϕと v2を消去することにより、散乱後のイオンのエネルギーEoutを求めることが

できる。散乱前後のイオンのエネルギーの比Kは弾性散乱因子(kinematic factor)と呼ばれ、 

2

12

22

12

in

out

1

cossin














+

+−
=≡

MM

MM

E

E
K

θθ
     (2-4) 

となる。図 2-2に、いくつかの散乱角に対する弾性散乱因子をM2 / M1の関数として示す。散乱

イオンのエネルギーは、試料原子の質量 M2 が増加すると単調に増加するため、散乱イオンの

エネルギーを測定することにより試料原子の質量を同定することができる。 

 

M1, vin, Ein

Incident ion

Target atom
M2

ϕ
v2, E2

M1, vout, Eout

θ

 

図 2-1速度 vin、エネルギーEinを持った質量M1のイオンが、試料中で静止した質量M2の原子に

よって弾性散乱された場合の模式図 
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図 2-2 いくつかの散乱角に対する弾性散乱因子。横軸は標的原子の質量と入射イオンの質量の

比M2 / M1。 

 

質量の分解能は、検出器のエネルギー分解能をδEとすると、 

1

2

2

−















=

dM

dK

E

E
M

δ
δ        (2-5) 

で与えられる。RBSで使用される典型的な 2 MeVのHeイオンに関して、質量分解能を試料原

子の質量数の関数として図 2-3 に示す。エネルギー分解能δE は、He に対する半導体検出器の

典型値である 15 keVを使った。散乱角を 150°とした場合、質量数が 40程度以下の軽い元素に

対して 1 amu以下の分解能が可能であるが、重い元素に対しては質量分解能が低下することが

わかる。また、散乱角をより前方の 120°や 90°とした場合も質量分解能は低下する。質量分解

能を向上させるためには、δE/Eを向上させると良く、電場型や磁場型のスペクトロメータを用

いたMEISや高分解能RBSでは、典型的な相対エネルギー分解能δE/Eは 0.1 ~ 0.2 %程度と良い

ため、RBSに比べると質量分解能が数倍良くなる。 
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図 2-3 いくつかの散乱角に対するRBSの質量分解能。横軸は標的原子の質量数、入射イオンは

2 MeV He+。エネルギー分解能δEは、Heに対する半導体検出器の典型値である 15 keVを使っ

た。 

 

 

2.1.2    散乱断面積散乱断面積散乱断面積散乱断面積 

 

RBS において組成の定量分析を行うためには散乱の起こる確率を元素ごとに知る必要があ

る。散乱確率は、散乱を生じさせる原子の有効な面積である散乱断面積で表される。原子数密

度Nで厚さ tの試料に入射角αでQ個のイオンが入射した場合、検出されるイオンの数 Yは、

微分散乱断面積 dσ / dΩと検出器の立体角∆Ωを用いて、 

∆Ω







Ω

=
d

dNtQ
Y

σ
αcos

       (2-6) 

で与えられる。RBS で使用するようなMeV オーダの He イオンの大角(大θ)散乱では、イオン

は試料原子核の極近傍まで近づいてから散乱するため、イオンと原子の相互作用をクーロンポ

テンシャルで近似することにより微分散乱断面積を十分精度良く計算できる。その結果、微分

散乱断面積は以下のようなラザフォードの公式で与えられる。 

θθ

θθσ
22

1

2

2
4

2

2

2
22

1

2

2
22

21

R sinsin

cossin

2 MMM

MMM

E

eZZ

d

d

−






 +−









=








Ω
   (2-7) 
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ここでZ1、Z2はイオンと試料原子の原子番号である。θ = 150°として計算した結果を図 2-4に示

す。RBSの定量性はこの式(2-7)により裏付けられており、散乱断面積は Z2の 2乗に比例する。

すなわち、原子番号の大きな元素ほど感度が高いが、逆に、原子番号の小さな元素は、散乱強

度が小さいため精密な分析は困難である。 

 

0 20 40 60 80 100
1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

 

(d
σ
 /
 d
Ω
) R
 (
A

2 /
sr
)

Z
2

 θ = 150 deg

2 MeV He
+

 

図 2-4 散乱角 150°に対するラザフォードの微分散乱断面積。横軸は標的原子の原子番号、入射

イオンは 2 MeV He+。 

 

MEISや高分解能RBSのように中エネルギーの場合や、RBSで用いられるMeVオーダのHe

イオンでも小角散乱の場合、イオンは試料電子殻の内側まで入り込まないため、原子内電子の

遮蔽は無視することができない。この場合、次式のような遮蔽されたクーロンポテンシャルを

用いて断面積を計算する。 

( ) ( )ar
r

eZZ
rV /

2
21 Φ=        (2-8) 

ここで、aは遮蔽半径、Φ(r/a)は遮蔽関数であり、これらに対していくつかの近似式が提案され

ている。たとえば、次式に示すような Thomas-Fermiのポテンシャルを近似した、Molièreの関

数[2.4]がよく使われている。 

( ) ( )∑ −=Φ
i

ii zz βα exp        (2-9) 

ここで、aBはボーア半径(0.528 Å)であり、{αi} = {0.1, 0.55, 0.35}、{βi} = {6.0, 1.2, 0.3}、a = 

0.8853aB(Z1
1/2 + Z2

1/2)-2/3で与えられる。この電子遮蔽を考慮すると散乱断面積は解析的に求める
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ことはできず、数値計算が必要となるが、これを短時間で計算するためのアルゴリズムも提案

されている[2.5]。図 2-5 に同アルゴリズムを用いた散乱断面積の計算結果と式(2-7)のラザフォ

ードの式による計算結果の比σM / σRをエネルギーの関数としてプロットした。遮蔽の効果は重

い原子ほど大きく、小角になるほど大きい。たとえば金の場合、入射Heイオンのエネルギー1 

MeV、散乱角 150°でラザフォードの公式の 97 %程度である。このようにRBSにおいても精密

な組成分析を行う必要があるときには、遮蔽効果による散乱断面積の減少は無視することがで

きない。 

 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0
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図2-5 散乱角50°, 150°に対するラザフォードの散乱断面積に対するMolièreの散乱断面積の比。

横軸は入射Heイオンのエネルギーで試料はSiとAuとした。 

 

2.1.3    阻阻阻阻止能止能止能止能 

 

イオンが試料中を進むとき、試料内の電子を励起したり、試料原子と弾性散乱したりするこ

とによってエネルギーを徐々に失っていく。このとき、イオンが単位距離を進むときに失う平

均のエネルギーを阻止能と呼ぶ。RBS や MEIS で使用する高 ~ 中エネルギー領域では、電子

の励起により生じる電子的阻止能が主であり、原子との弾性散乱による核的阻止能は無視でき

る。試料内の電子に比べて十分高速のイオンに対しては、電子的阻止能はBethe-Blochの公式[2.6, 

2.7]で良く表されるが、RBSやMEISのエネルギー領域では、信用できる結果を与えないため、

実験データに基づいた半経験式がZieglerらにより提案され[2.8, 2.9]広く用いられている。阻止

能 Sに対する半経験式は、入射イオンがHeの場合次式のような形で表される。 
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ただし、Eはイオンのエネルギー(keV)、A1 ~ A5は元素ごとに与えられる定数である。この半経

験式は 0.5 ~ 3 MeVのエネルギー領域で多くの実験結果と 5 %以内で一致しているため広く用

いられている。また、水素の場合、 
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で表される。図 2-6 に、彼らの半経験式で計算した阻止能の例をエネルギーの関数として示し

た。Heイオンに対しては、阻止能は 1 MeVあたりに、数十 eV/ Å程度の緩やかなピークを持

っている。Hイオンの阻止能の大きさはHeと比べると低く、Heイオンの方が深さ分解能が優

れていることを示している。 
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図 2-6 Zieglerらの半経験式によるHeとHイオンのSiとAuに対する阻止能。横軸は入射イオ

ンエネルギー。 
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化合物の阻止能を評価するためには、各成分元素の阻止能を組成比で案分して計算する

Bragg則が用いられる。その際にNを原子密度として次式 

S
N

1
=ε         (2-12) 

で定義する阻止断面積の概念を用いる。Bragg則により化合物AmBnの阻止能は構成元素の阻止

断面積をε(A)、ε (B)として、 

( ) ( )BA BABA εε NNS
nm

+=       (2-13) 

で与えられる。ここで NAと NBは構成元素の原子密度である。Bragg 則は、化学結合の効果を

無視しているが、高 ~ 中エネルギー領域では十分良い近似となっている。 

検出器で測定される散乱イオンのエネルギーと、その散乱が起こった深さDの関係は 

βα coscos
outinin

D
S

D
SEKE −







 −=      (2-14) 

と近似的に表すことができる(模式図 2-7参照)。ここでEinは入射イオンのエネルギー、αとβは

入射角と出射角であり、入射軌道と出射軌道における阻止能、Sinと Soutはそれぞれ一定値で近

似している。このとき、深さ分解能δDとエネルギー分解能δEとの関係は 

DS
K

SE δ
βα

δ








+=
cos

1

cos
outin       (2-15) 

となる。ここで、KSin/cosα + Sout/cosβ}はエネルギー損失因子と呼ばれ、[S]で表される。[S]を使

うと、上式はδE = [S]δDと書き直せる。図 2-8に、2 MeVのHeイオンがSiとAuに入射した場

合の深さ分解能をプロットした。δE は半導体検出器の典型的なエネルギー分解能の値 15 keV

を用いた。たとえば、散乱角θ = 150°で、Auにα = 0°で入射した場合、[S] = 135 eV/Åとなり、

深さ分解能δDは 11 nmとなる。これがRBSの代表的な深さ分解能である。 
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図 2-7 深さDで散乱された重さM1、エネルギーEinの入射イオンが試料中で失うエネルギー。 
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図 2-8 2 MeVのヘリウムイオンをSiとAuに入射した場合の、いくつかの散乱角に対する深さ

分解能。横軸は入射角αで、検出器のエネルギー分解能δEは 15 keVとした。 

 

RBSで深さ分解能を上げるためには、半導体検出器に替えてエネルギー分解能の良い静電型

あるいは磁場型のエネルギー分析器を使う方法と、αあるいはβを 90°に近づける方法がある。

後者の方法では、たとえば上のAuの例でα = 85°またはβ = 85°(α = - 55°)とすると深さ分解能は

2.0 nm程度まで向上する。このとき、十分平滑な表面が必要であるのは当然であるが、検出器

の受け角(検出器表面に垂直方向の受け角)も十分小さくしなければ、分解能は計算通りには向

上しないことに注意する必要がある。 

一方、前者の例としては、静電型のエネルギー分析器を使用する MEIS がある。MEIS の場

合、δE/Eは 0.2 %程度まで向上し、入射ビームに中エネルギーのHやHeを用いると深さ分解

能は原子層レベルまで向上する。ただし、ここでの深さ分解能は試料表面(近傍)における値で

あり、深い位置では次節で述べるエネルギー・ロス・ストラグリングの影響による深さ分解能

の劣化を考慮する必要がある。 

 

2.1.4    エネルギー・ロス・ストラグリングエネルギー・ロス・ストラグリングエネルギー・ロス・ストラグリングエネルギー・ロス・ストラグリング 

 

前節で見た阻止能は電子励起などのエネルギー損失によるが、この過程は統計現象であるた

めエネルギー損失の値は平均値のまわりに分布を持つ。これをエネルギー・ロス・ストラグリ
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ングと呼び、このため、同じ深さの同じ原子によって散乱された場合でも、散乱イオンのエネ

ルギーにばらつきが生じて、深さ分解能を劣化させる。 

イオンのエネルギーの分布は、ある程度長い距離進んだ場合、ガウス分布で近似することが

でき、その標準偏差は次式で与えられる[2.10]。 

NLeZZ 4
2

2

1

2

B 4π=Ω        (2-16) 

ここでNは試料の原子数密度であり、Lはイオンが試料中を進んだ距離である。このBohrのモ

デルは、試料原子内の電子を自由電子として扱っているため、電子の速度より十分速いイオン

の場合にのみ正しい結果を与える。これに対し、原子の統計モデルを用いて、電子が原子核に

束縛されている効果を取り入れた計算がLindhardらによって行われ、以下の結果が得られてい

る[2.11]。 

2/32/1

2

B

2

008.068.0 χχ −=
Ω

Ω
  for χ < 3 

= 1    for χ > 3    (2-17) 

ここでχ = (V/vB)2/Z2であり、Vはイオンの速度、vBはボーア速度(2.2×108 cm/s)である。ほかに、

イオンの荷電変換の効果を取り入れた半経験式なども提案されている[2.12]。 

化合物に対するストラグリングは、阻止能と同じく Bragg 則を使って計算できる。化合物

AmBnのストラグリングは、ω2 = Ω2/NLでストラグリング断面積を定義することにより、次式で

得られる。 

( )LNN BBAA

222 ωω +=Ω        (2-18) 

ここで、NAと NBは構成元素の原子密度である。エネルギー・ロス・ストラグリングによる深

さ分解能は 

( )( )
[ ]S

K
D

2

out

2

in
22ln8 Ω+Ω

=δ       (2-19) 

と表される。ここで、Ωin、Ωoutはそれぞれ入射軌道と出射軌道におけるエネルギー・ロス・ス

トラグリングの標準偏差を表し、8ln(2)はガウス分布の標準偏差から半値全幅(FWHM)への変換

係数である。 

2 MeVのHeイオンがSiおよびAuにα = 0°で入射した場合のエネルギー・ロス・ストラグリ

ングにより生じる深さ分解能を、文献[2.12]に与えられているYangらの半経験式を用いて計算

し、深さDに対してプロットした結果を図 2-9に示す。たとえば、標的がAuで散乱角θ = 150°

の場合、D = 75 nmでエネルギー・ロス・ストラグリングにより生じる深さ分解能は約 11 nm

となり、前節で見た半導体検出器のエネルギー分解能により生じる深さ分解能と同程度の大き

さとなる。 
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エネルギー・ロス・ストラグリングは D1/2に比例するので、深い領域ほど深さ分解能に大き

く影響する。Auでθ = 150°の場合の例で見たように、試料表面数十 nm付近までは、深さ分解

能は主に検出器のエネルギー分解能で決まるが、それより深い領域ではエネルギー・ロス・ス

トラグリングの効果が大きく、深さ分解能は深さとともに劣化する。エネルギー分解能に起因

する深さ分解能は、エネルギー分解能の改善により向上させることが可能であるが、エネルギ

ー・ロス・ストラグリングにより生じる深さ分解能は避けることができず、これが本質的に深

さ分解能の上限を与えることになる。 
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図 2-9 エネルギー2 MeVのヘリウムイオンをSiとAuに入射した場合の、いくつかの散乱角に

対する、エネルギー・ロス・ストラグリングにより生じる深さ分解能。横軸は試料深さで、入

射イオンの試料への入射角は 0°とした。 

 

 

2.1.5    RBSによるによるによるによる膜組成分析膜組成分析膜組成分析膜組成分析 

 

図 2-10は、基板上に元素AとBから組成比AmBnで成る薄膜(両元素の質量数は、MA > MB

の関係であるとする)が存在する試料と、この試料に対する RBS スペクトルの一例を示してい

る。このように各元素に対するピークが分離している場合、式(2-6)を用いることにより、各元

素に対するピークの面積(カウント数、Yi)から、試料中の各元素の単位面積当たりの原子数 ni

を次式 
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







∆Ω







Ω

== Q
d

d
YtNn

i

iii cos
σ

α      (2-20) 

で求めることができる。そのためには入射イオンのエネルギーEや検出器の立体角∆Ω、入射イ

オンの個数Qなどを正確に知る必要がある。一方、試料薄膜の組成を求める場合には、各元素

の相対的な量を知るだけで良い。たとえば、元素 iと元素 jの組成比は、 

2

i

j

j

i

i

j

j

i

j

i









≈









Ω









Ω

=
Z

Z

Y

Y

d

d

d

d

Y

Y

N

N

σ

σ

      (2-21) 

で求めることができる。試料中の各元素の単位面積当たりの原子数に戻ると、ni は次式のよう

に、下地(基板)物質の信号を利用して求めることもできる。 

2

iss

2

ssi

i

ss

s

si

ii
][][ ZSy

ZNEY

d

d
Sy

d

d
NEY

tNn ch

ch δ
σ

σ
δ

≈









Ω









Ω
==      (2-22) 

ここで、δEchは 1 チャンネルに対応するエネルギーであり、ysは下地物質の立ち上がりの位置

でのスペクトルの高さである。また、Zsは下地元素の原子番号、[S]sは下地に対する阻止能因子

である。図2-10の例で言うと、iをAとして式(2-22)により元素AのnAを求めることができる。 

 

 
図 2-10 基板上に元素AとBから成る薄膜が存在する試料と、この試料に対するRBSスペクト

ルの一例。 



19 
 

 

一方、エネルギースペクトル上で複数の元素の信号が重なっている場合には、各元素の寄与

を分けることは一意的ではなく、上式の方法では組成分布を求めることは一般に困難である。

そのような場合、コンピュータシミュレーションによりRBSスペクトルを解析することが可能

である。多くのシミュレーションプログラム(たとえば、RUMP[2.13]、GISA[2.14]など)が開発

されているが、基本的には、(i)ある組成分布を仮定する、(ii)仮定した組成分布に対する RBS

スペクトルを計算する、(iii)測定スペクトルと(ii)を比較する、(iv)両者がずれている場合適当な

一致が得られるまで、自動あるいは手動で組成分布の変更を行う、という手順を繰り返すこと

により組成分布を決定する。その際、局所的な極小値に落ち込まないよう注意が必要で、模擬

アニール法と呼ばれるアルゴリズムも開発されている[2.15]。 

 

2.1.6    チャネリングチャネリングチャネリングチャネリング 

 

試料が単結晶で、イオンの入射方向が低指数の結晶軸や結晶面に平行である場合、イオンは

結晶原子と近接衝突をせずに結晶深くまで進入する。この現象をチャネリングと呼ぶ。チャネ

リングするイオンの割合は、イオンのエネルギーやイオンと結晶の組み合わせ、軸や面の指数

などに依存するが、軸チャネリングでは 90 %以上となる。チャネリングイオンは、結晶原子に

臨界距離(~ 0.1 Å)以上近づくことができないので、大角に散乱される確率は無視できるほどに

まで減少するため、これまで述べた解析方法は適用できなくなる。このため、単結晶の RBS

測定においては、チャネリング現象を避けるため、試料結晶を回転させながら測定することが

良く行われている。 

このようにチャネリング現象は、RBS測定においては一般に避けるべき現象であるが、結晶

中の欠陥を評価するために有効に利用することができる。結晶内の欠陥によってチャネリング

現象は乱され、ディチャネリング(チャネリングできなくなる現象)や欠陥からの直接散乱が生

じる。たとえば不純物原子の場合にはその格子内の位置とチャネリングの方向によって、チャ

ネリングイオンが不純物原子に衝突する場合とそうでない場合が生じるため、いくつかの結晶

軸でチャネリングの測定を行うことにより、不純物原子の格子内の位置を決定することができ

る。 

チャネリング現象のRBS測定における有効な利用法に、単結晶基板からの散乱を減少させる

ことによる軽元素不純物の感度向上がある。2.1.2節で見たように、RBSは重元素に対して感度

が高いが、軽元素に対してはあまり高くない。しかし、チャネリング現象を利用してRBS分析

を行うことにより、単結晶基板の散乱量を大幅に減らすことができる。通常のRBSエネルギー

スペクトルでは基板からの信号に重なり分析が困難になる軽元素のピークが、チャネリングを

利用したスペクトルではほぼ重ならない状態で得られるため、結果的に高精度な軽元素分析が
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可能となる場合がある。たとえば、Si基板の信号高さがランダムスペクトルに対してどの程度

低減されるかを見積もる。両者の比はχminとして次式で表される。 

( ) 2/122

1min 18.18 −+= ςχ Ndu       (2-23) 

ここで、Nは体積密度、dは格子間距離、u1は 1次元の熱振動幅、また、ζは臨界角ψ1/2 (deg)を

用いて 

du 2/11 /126 ψς ≅         (2-24) 

で表される。Si 単結晶基板に<111>軸方向から 1 MeV He+を照射した場合を考えると、χminは

2.5 %まで低減される。ただし、N = 4.99×1022 atoms / cm3、d = 4.70 Å、u1 = 0.075 Å、ψ1/2 = 0.75 °

を用いた。 

 

2.2    RBS法法法法にににに基基基基づくづくづくづく各種分析装置各種分析装置各種分析装置各種分析装置 

 

 RBS法には各種の分析装置が存在するが、いずれの装置の場合も大別して、イオン源、加速

器、質量分離器、ビームコリメータ、ゴニオメータ周辺部および計測器を含む実験槽から構成

される(図 2-11参照)。イオン源には、陰極放電を用いるPIG(penning ionization gauge)イオン源や、

高周波放電を用いるRF(radiofrequency)イオン源、デュオプラズマトロン型イオン源などが用い

られる。数百 keV ~ 10 MeVのエネルギー用の加速器としては、電荷を回転絶縁ベルトで運ぶ

Van de Graaff型[2.16]や、ペレットチェーンによって電荷を運ぶPelletron型加速器[2.17]がよく

用いられるが、これらは高電圧絶縁のため数m以上の大きさとなり、場合によっては 10 m以

上となることも多い。これらは、イオン源を高電圧部に搭載してイオンを加速するシングルエ

ンド型の加速器として用いられるが、高電圧部で負イオンから正イオンに荷電変換を行うこと

により高い加速エネルギーを得るタンデム型加速器も良く用いられている。タンデム型加速器

用の負イオン源としてはセシウムイオンによるスパッタ型の負イオン源などもある。1 MeV以

下の中エネルギー加速器には多段の倍圧整流回路により高電圧を発生させる Cockcroft-Walton

型加速器[2.18]もよく用いられる。 

 加速器から出た高エネルギーのHやHeイオンビームは不純物除去のための偏向電磁石でフ

ィルタリングされ、ビームラインの途中に設置されたスリット系を通過して実験槽内の試料へ

と導かれる。試料上における入射イオンビームは、通常 0.1 ~ 1 mm程度、1 ~ 100 nA程度であ

り、チャネリング測定を行うために発散角 1 mrad以下と十分コリメートされる。試料は、通常

5 軸のゴニオメータ上の試料ホルダに固定され、入射角の変更やチャネリングの軸出しが可能

となっている。 

以下では、各種RBS分析装置をエネルギー分析器(スペクトロメータ)に着目し 4つに分類し

て述べる。4つとは、古くからある標準的なRBS分析装置、100 keV程度のH+と静電型スペク
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トロメータを用いた MEIS、磁場型のスペクトロメータを用いた高分解能 RBS(HRBS: 

high-resolution RBS)、飛行時間測定(TOF: time of flight)法を用いた分析装置であり、順次説明す

る。 

 

Accelerator
Ion

Source

Magnetic
Analyzer

Target

A
Target current

Energy 
analyzer  

図 2-11 RBS分析装置の装置構成を示す模式図。 

 

 

2.2.1    標準標準標準標準RBS分析装置分析装置分析装置分析装置 

 

 実験槽内には図 2-12に示すように試料に対向してSSDが設置され、実験槽は 10-4 Pa以下程

度の真空度に保たれている。エネルギースペクトルは表面障壁型あるいは不活性化プレナ型の

SSDを用いて得られる。SSDにイオンが入射するとイオンはエネルギーを失うが、その際半導

体内ではそのエネルギーに応じた電子・正孔対が発生する。半導体材料がSiの場合は、エネル

ギー3.6 eVあたり 1対の電子・正孔対が生じる。生じた電子・正孔対は内部電界により電極に

収集され、電気パルスとして取り出されるが、このパルスの波高が散乱イオンのエネルギーに

相当する。パルスは微小であるため電荷型の前置増幅器で増倍され、さらに整形増幅器により

整形される。整形されたパルスは多重波高分析(MCA: multi-channel analyzer)で波高分析が行わ

れ、波高すなわち散乱イオンのエネルギーに対するスペクトルが得られる。SSDのエネルギー

分解能は検出する粒子によって変わるが、Heに対しては約 15 keVである。2.1.1 ~ 2.1.3節で見

たように、典型的な 2 MeVのHe+(θ = 150°)に対しては、質量分解能δM2 < 1 (M2 < ~ 40)、深さ分

解能δD ~ 11 nm(試料Auに垂直入射の場合)、立体角∆Ω ~ 7 msrでの測定が可能である。 
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図 2-12 試料に対向して設置される半導体検出器および前置増幅器、整形増幅器、多重波高分

析器の模式図。 

 

 

2.2.2    静電型検出器静電型検出器静電型検出器静電型検出器をををを用用用用いたいたいたいた中中中中エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー散乱装置散乱装置散乱装置散乱装置(MEIS) 

 

 エネルギー分析器のエネルギー分解能を上げるため、標準 RBS 分析装置で用いられる SSD

に替えて、トロイダル型静電エネルギー分析器を用いたMEIS分析装置が開発されている[2.19 - 

22]。文献[2.20]のMEIS装置を図 2-13に示す。100 keV程度の水素イオンを試料に照射し、散

乱イオンのエネルギースペクトルをトロイダル型スペクトロメータにより測定することにより、

散乱角度分布を一度に測定することができるため、ブロッキング法により表面の原子構造を調

べることが可能である。最近では、従来用いられていた 1次元の位置検出器に替えて 2次元の

位置検出器[2.22]が用いられるようになり、散乱角度分布に加えてエネルギースペクトルも(中

心軌道の数%程度のエネルギー範囲で)電場の掃印なしに一度に測定できるようになっている。

スペクトロメータの相対エネルギー分解能は、0.2 %程度と SSDに比べて優れているため、サ

ブ nmの深さ分解能が得られる。MEISでの典型的な測定条件、100 keVのH+(θ = 120°)の場合、

質量分解能δM2 < 1 (M2 < ~ 75)、深さ分解能δD ~ 0.31 nm(試料Auに垂直入射の場合)、立体角∆Ω 

~ 0.04 msr(文献[2.22]のスリットサイズから求めた)が得られる。 
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図 2-13 トロイダル型静電エネルギー分析器を用いたMEIS分析装置[2.20]。 

 

 

2.2.3    高分解能高分解能高分解能高分解能RBS分析装置分析装置分析装置分析装置(HRBS) 

 

 エネルギー分解能を向上させるため、磁場型スペクトロメータを用いたHRBS分析装置が各

地で開発され利用されている[2.23 - 28]。よく知られているように、一様磁場B中の荷電粒子の

軌道半径は、粒子の質量m、速度 v、電荷 eとしてmv / eBと粒子速度に比例するから、一様磁

場を用いてエネルギーを分析することが可能である。各地の HRBS は、大小さまざまであり、

用いるエネルギーも数百 keV ~ 数十MeVと広範囲にわたっている。ここでは、300 ~ 500 keV

の中エネルギーのHe+を採用するHRBSについて取り上げるが、中エネルギーであるが故に加

速器もスペクトロメータも標準RBS分析装置に比べて小型なものを用いることができる。この

エネルギー帯の He+は、図 2-6 で見たように阻止能が大きいため深さ分解能が高く、また、散

乱Heの荷電分布は 1価のHe+が 65 %程度と主であり[2.29]、He+の割合はエネルギーにほとん

ど依存しないことから、He+のみの測定によって定量性の良い分析が可能になる。スペクトロ

メータは、文献[2.28]の例(図 2-14参照)では、半径 150 mmの 90°扇形電磁石と、長さ 80 mmの

1次元位置検出器(MCP: micro channel plateとPSD: position sensitive detectorの組み合わせ)から構
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成されている。MCPは直径 10 ~ 25 µmの微小なガラス管が面上に多数並べられた薄板で、板

の上下に電圧を印加することでガラス管一本一本が二次電子増倍管の役割を果たす。イオンが

1 個MCP に入射すると、発生二次電子は増倍されMCP により約 107個の電子が放出される(3

段MCPの場合)。放出された電子群は、位置検出器に入射し抵抗による電荷分割により 1次元

入射位置がわかる。二重収束型の扇形電磁石は、その焦点面が中心軌道に垂直となるように設

計されており、中心軌道を通るイオンのエネルギーの約 25 %のエネルギー範囲のスペクトルを

1度に取得することが可能である。また、このスペクトロメータは、立体角∆Ω ~ 0.4 msrで、相

対エネルギー分解能δE / Eは 0.1 %以下となるように設計されており、HRBSにおける典型的な

測定条件、400 keVのHe+(θ = 120°)、の場合、質量分解能δM2 < 1 (M2 < ~ 100)、深さ分解能δD ~ 

0.23 nmが実現される。 

 MEISやHRBSは小型中エネルギー加速器を含めた分析システムとして商品化されており、

また、近年の半導体をはじめとする分野の薄膜試料に対して、高い深さ分解能で組成分析を行

うことが可能であり、普及が進み始めている[2.30 - 2.34]。 

(1)

(2)(3)
(4)(5)

 

図 2-14 HRBS分析装置の全体図[2.28]。(1)は散乱槽、(2)は磁場型スペクトロメータ、(3)はPSD

チェンバ、(4)は加速器、(5)はビームラインを示す。 

 

 

 

 



25 
 

2.2.4    飛行時間測定型検出器飛行時間測定型検出器飛行時間測定型検出器飛行時間測定型検出器をををを用用用用いたいたいたいたRBS分析装置分析装置分析装置分析装置 

 

 上で見たMEISやHRBSでは、エネルギー分解能の高いスペクトロメータと中エネルギーの

H+やHe+を用い、高い質量分解能や深さ分解能を達成したが、試料からの散乱粒子のうち 特定

の電荷数のイオンしか検出できない。そこで、散乱中性粒子も検出できるスペクトロメータと

して、飛行時間測定(TOF: time of flight)型検出器が開発されている[2.35 - 37]。散乱イオンの速度

とエネルギーEの関係から、E = (1/2)m(d/t)2と表されるから、飛行時間 tを測定することにより

散乱イオンエネルギーを求めることができる。ここで、m は散乱粒子の質量、d はドリフト空

間の長さである。図2-15は文献[2.36]のTOF-RBSシステムであるが、このシステムでは、270 keV

のHe+をプローブとして用い、θ = 150°に設置されたTOFスペクトロメータで散乱イオンのエ

ネルギー分析を行う。散乱イオンのビームライン中に設けられた炭素極薄膜を通過する際に発

生する二次電子信号を飛行時間計測の開始時間とし、112 cm先の検出器で検出されるまでの時

間 tを測定することにより、RBSスペクトルを得る。このシステムでは、相対エネルギー分解

能 1 %、質量分解能δM2 < 1 (M2 < ~ 30)、深さ分解能δD ~ 2.7 nm(試料Auに垂直入射の場合)、立

体角∆Ω ~ 0.5 msrでの測定が可能である。 

 

 

図 2-15 中エネルギーイオン用TOF-RBSシステム[2.36]。 

 

 

2.3    まとめまとめまとめまとめ 

 

 本章ではRBSの簡単な原理と、RBSに基づいた各種分析装置について、特に中エネルギー(数

百 keV)の H+や He+をプローブとして用いたものをエネルギー分析手段で分類して現状を示し

た。上で挙げた各分析装置の典型的な性能を表 2-1 に示す。中エネルギーイオンを用いた分析
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装置のうちMEISやHRBSは、その大きな阻止能と高分解能エネルギー分析器を利用して高い

深さ分解能を達成したが、標準 RBSの特徴のひとつであった立体角が失われた。TOF-RBSは

イオンだけではなく散乱中性粒子も合わせて測定できる長所があるが、分解能はMEISやHRBS

ほどは高くない。これに対して、本開発研究で開発するCRBS分析装置は、同じ中エネルギー

帯の He+をプローブとして用い、かつ、新しい光学系を採用することにより大きな立体角と高

い分解能を達成することを第一目的とした。 

 

表 2-1 RBSに基づく各種分析装置の典型的な性能。深さ分解能δDは、入射イオンが入射角 0°

でAu試料に入射した場合を計算した。散乱角は標準RBSおよびTOF-RBSの場合は150°とし、

MEISおよびHRBSの場合は 120°とした。 

Probe δ E /E  (%) δ E  (keV) max. M 2 (δM 2 < 1) δD  (nm) ∆Ω (msr)

Conv. RBS 2 MeV He+ 0.75 15 40 11 7

MEIS 100 keV H+ 0.2 0.2 75 0.31 0.04

HRBS 400 keV He+ 0.1 0.4 100 0.23 0.4

TOF-RBS 270 keV He+ 1 2.7 30 2.7 0.5  
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第第第第 3章章章章    サイクロトロンサイクロトロンサイクロトロンサイクロトロン運動運動運動運動をををを利用利用利用利用したラザフォードしたラザフォードしたラザフォードしたラザフォード後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法(CRBS) 

 

従来のRBS分析装置はいずれも、高分解能と大立体角の両立が困難である。この理由は、散

乱イオンの一部しか検出できない光学系にある。試料への垂直入射(α = 0)を仮定すれば、入射

ビーム軸を基準とする散乱角θはあらゆる方位角方向に存在し、どの方位角方向で測定しても

(チャネリングやブロッキングを無視すれば)同じエネルギースペクトルが得られる。しかしな

がら従来のRBS分析装置では、設定した散乱角における限られた方位角に対してしか測定が行

われていない。 

一方、CRBS のスペクトロメータは、後述するように軸対称・強磁場空間を有する新しい光

学系を用いており、同一散乱角をもつ散乱イオンをすべての方位角にわたって捕集できるため、

大きな立体角を得ることができると同時にサブ nmの深さ分解能での測定が可能である。 

本章では、まず、CRBS の基本原理を述べた後、CRBS スペクトロメータを用いて測定を行

った場合に得られるエネルギー分解能、立体角、質量分解能、深さ分解能について、理論的に

考察する。さらに、CRBS に適用できるスペクトル・シミュレータを開発して、得られるスペ

クトルを HRBS スペクトルと比較するとともに、試料内の軽元素に対する感度が通常 RBS よ

りも高いことを示す。最後に、得られたCRBSの特徴を従来のRBSと比較しまとめとする。 

     

3.1    サイクロトロンサイクロトロンサイクロトロンサイクロトロン運動運動運動運動をををを利用利用利用利用したラザフォードしたラザフォードしたラザフォードしたラザフォード後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法後方散乱分光法(CRBS)のののの基本原理基本原理基本原理基本原理[3.1] 

 

CRBS では、試料表面に垂直に入射イオンビームを照射し、同時にビーム入射方向と平行に

強磁場Bを発生させることにより、試料から散乱してきたイオンをサイクロトロン運動させる。

このCRBSスペクトロメータの模式図を典型的な散乱イオンの軌道とともに図 3-1に示す。ス

ペクトロメータ内には、上から順に開口付 2 次元位置検出器(2D-PSD: two-dimensional 

position-sensitive detector)、エネルギー分離アパーチャ、および試料を設置する。試料に入射し

たイオンはその一部が試料で後方に散乱されて、入射イオンビームと平行な磁場中でサイクロ

トロン運動を行う。さらにそのうちの一部は、試料から距離Lだけ離れた位置に設置した円形

のエネルギー分離アパーチャを通過する。これらのイオンはアパーチャ通過後もサイクロトロ

ン運動を続けて、スリットから距離 l だけ離れた位置にある 2D-PSD で検出される。このよう

にして測定された散乱イオンの位置スペクトルから、試料の組成分析を行う。 
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図 3-1 CRBSスペクトロメータ内における、典型的な散乱イオンの軌道を示す模式図。 

 

ここで、一様磁場中のイオンの軌道について考察する。図 3-2に示すように、z軸方向の一様

磁場Bにおけるイオンの軌道は、入射イオンと逆方向、すなわち散乱角 180°の方向に散乱され

るイオン以外は、サイクロトロン軌道を描く。このときイオンの軌道は、図示した(x, y, z)座標

系を用いて、 

)sin( ctRx ω=         (3-1) 

{ })cos(1 ctRy ω−=        (3-2) 

θcosvttvz z −==        (3-3) 

と表される。ただし、θは散乱角、vはイオンの速度、vzは vの z軸方向の速度成分を表し、イ

オンのサイクロトロン運動の角周波数ωcと軌道半径Rは、イオンの電荷を qe、イオンの質量を

M1として次式で与えられる。 

B
M

qe

1

c =ω         (3-4) 

cc

sin

ω
θ

ω
vv

R r ==        (3-5) 
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ここで、vrは v の z 軸に垂直な径方向の速度成分である。式(3-1)および(3-2)から、イオン軌道

と z軸(入射イオンビーム軸)との距離ρは、 








= tR
2

sin2 cω
ρ  







=






= t

v
t

vr

2
sin

sin
2

2
sin2 c

c

c

c

ω
ω

θω
ω

     (3-6) 

となる。式(3-6)はすべてのイオンは時間 t = 2Nπ / ωcにおいて z軸上に戻ってくることを意味し

ている。ただし、Nはイオンが z軸に戻ってくるまでの回転数を示しており整数である。すな

わち、 

θ
ω
π

ω
π

cos
22

cc

v
N

v
N

L z −==       (3-7) 

の位置にエネルギー分離アパーチャを設置すれば、速度成分 vzを持つイオンだけを通過させる

ことができる。したがって、同アパーチャを通過する散乱イオンの z軸に垂直な方向の速度成

分 vrがわかれば、散乱イオンの速度 v、すなわち散乱イオンのエネルギーだけではなく、イオ

ンが試料から散乱された時点での散乱角θを知ることができる。速度成分 vr は、式(3-6)よりエ

ネルギー分離アパーチャの上部に設置する 2D-PSD でρを測定することによりわかるから、図

3-1 に示したようなスペクトロメータで散乱イオンのエネルギーおよび散乱角を測定すること

ができる。 
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図 3-2 入射ビームと平行な(z軸に平行な)一様磁場 B中における散乱イオンの典型的な軌道(赤

線)とその各平面への投影図。緑線は xy平面、紫線は yz平面、青線は zx平面への投影を示す。

Oは座標原点、Rはサイクロトロン運動の半径。 

 

2D-PSD上におけるイオン検出位置と z軸(入射イオンビーム軸)との距離ρdは、図 3-1に示す

ようにエネルギー分離アパーチャと 2D-PSDとの距離を lとおくと、 







= πρ N
L

l
R sin2d        (3-8) 

と表される。式(3-8)は、l = L / 2のときρdは最大値をとり、水平方向の速度 vrの分解能が最も上

がることを示している。したがって、以下では l = L / 2として議論を進める。このとき vrは、 

d
c

2
ρ

ω
=rv         (3-9) 

となる。散乱イオンのエネルギーと散乱角は、2D-PSD で検出される位置ρdを用いて、次式の

ように表すことができる。 
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 図 3-3は、B = 2 Tの場合に、1価の散乱Heイオンに対してエネルギーEと散乱角θをρdの関

数として式(3-10)、(3-11)を元にプロットしたものである。計算において、L = 200、300 mm(l = 100、

150 mm)とN = 1と 3をパラメータとして用いた。ここで、l = L / 2としているため、Nが偶数

の場合はρd = 0となり、検出されないことを注意しておく。図からわかるように、ρdに対してE

は単調に大きくなり、θは単調に小さくなる。また、測定できるエネルギー範囲は、たとえばL 

= 300 mm、N = 1の場合、ρd < 160 mmにおいて 120 ~ 400 keVであり、散乱角の範囲は 120 ~ 180°

であることがわかる。しかしながら、このままでは、同じρdで検出してもNの違うイオンが検

出されてしまうが、N の違いを区別できず、散乱イオンのエネルギーと散乱角を一意的に決定

することができない。そこで実際の装置では、図 3-1や図 3-4の(4)に示すような円筒型の障害

物を設置してNが 2以上の散乱イオンを除去し、N = 1のイオンのみを検出する。これにより、

N = 1以外の不要なイオンを取り除くことが可能となり、2D-PSD上の検出位置ρdから一意的に

散乱イオンのエネルギーと散乱角を決定することができる。なお、図 3-4 において、(1)、(2)、

(3)はそれぞれ距離Lに対するN = 1、2、3のイオン軌道を示している。 
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図 3-3 2D-PSD上ρdの位置で検出される散乱He+イオンのエネルギーと散乱角散乱角について、

L = 200、300 mm、N = 1、3として計算した結果。計算に用いた磁場強度Bは 2 Tとした。l = L 

/ 2としているためN = 2の散乱イオンは検出されない。 
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図 3-4 z軸方向に磁場が存在する場合のイオン軌道の z-ρ平面図。(1)、(2)、(3)はそれぞれ、z = L

の位置にあるエネルギー分離アパーチャを通過する、N = 1、2、3のイオン軌道、(4)はN ≥ 2の

イオンを除去しN = 1のイオンのみを通過させるための円筒型障害物。 

 

 

3.2    CRBSスペクトロメータのスペクトロメータのスペクトロメータのスペクトロメータの性能性能性能性能 

 

3.2.1    エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー分解能分解能分解能分解能[3.1] 

 

まず、エネルギー分離アパーチャの直径φaが無限小の場合を考える。この場合、スペクトロ

メータのエネルギー分解能は 2D-PSD の空間分解能δρdで決定され、式(3-10)から次式が得られ

る。 

( )
dd

2

c1
d

d

d
d

4
δρρ

ω
δρ

ρ
ρ

δ
ME

E =
∂

∂
=       (3-12) 

実際にはアパーチャは有限のサイズを有するから、2D-PSD 上の同じ位置ρdで検出された散乱

イオンのエネルギーは一意に決定することはできず、そのエネルギーは幅をもつ。図 3-5 にイ

オンのエネルギーとρdの関係を模式的に示す。図中太線(1)はφa = 0の場合の両者の関係を、(2)

と(3)はアパーチャを通るイオンの最大と最小のエネルギーとρdの関係を示しており、ハッチン

グした領域の関係を満たすイオンが 2D-PSDで検出される。アパーチャが有限サイズを持つこ

とによるエネルギー分解能δEa を見積もるために、まず、同じエネルギーを持つイオンの

2D-PSDで検出される位置の広がり∆ρdを求める。 
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図 3-5 アパーチャが有限サイズを有する場合に 2D-PSDで検出される位置ρdとエネルギーの広

がりの関係を示す模式図。(1)の太線はエネルギー分離アパーチャの中心を通るイオンのエネル

ギーとρdの関係、(2)と(3)はアパーチャを通るイオンの最大と最小のエネルギーとρdの関係、δEa

はエネルギー分解能、∆ρdは同一エネルギーを持つイオンの検出位置の広がりを示している。 

 

 エネルギー分離アパーチャのサイズが無限小の場合、検出器上ρdで検出されるイオンのエネ

ルギーと散乱角は式(3-10)と(3-11)で一意に与えられるため、検出される位置とイオンのエネル

ギーは 1対 1で決定される。一方、アパーチャサイズが有限の場合、エネルギーが同一で微小

量異なる散乱角を持つイオンもアパーチャを通過するため、その結果微小量異なる位置で検出

される。異なる微小散乱角を∆θとおくと、z = Lのアパーチャ面(z軸に垂直な面)におけるイオ

ン軌道と z軸との距離は、式(3-6)にθ(ρd)+ ∆θを代入し、N = 1として式(3-7)を用いることにより

次式で得ることができる。 
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( ) ( )dd

c

tansin
2

ρθθπρθ
ω

∆×≅
v       (3-13) 

|ρL|がアパーチャの半径φa / 2より小さい場合に 

( ) ( ) δθρθθδθρθ +<<− dd
       (3-14) 

の範囲の散乱角をもつイオンはアパーチャを通過することができ、検出器で検出される。ただ

し、 
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である。散乱角θ = θ(ρd) + δθをもつイオンの検出位置は、 
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であるから、検出位置の広がりは次式で得られる。 

( )
( )d2

a
d

c

d
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cos
4

ρθπ
φ

ρθδθ
ω

ρ ==∆
v

     (3-17) 

したがって、アパーチャが有限のサイズを有することに起因するエネルギー分解能は、 

( )
( )d

2
ad

2

c1
d

d

d
a

tan4d

d

ρθπ
φρω

ρ
ρ
ρ

δ
ME

E =∆=       (3-18) 

と表される。 

このエネルギー分布は、エネルギー分離アパーチャのサイズがRに対して十分小さいとした

場合、E に関する矩形関数で表すことができる。一方、2D-PSD の位置分解能に起因するエネ

ルギー分布はガウス関数で表されるから、トータルのエネルギー分解能は、幅δEa の矩形関数

と半値幅δEdのガウス関数との畳み込みによって見積もることができる。この関数 F(E)は、誤

差関数の差で表される次式で評価した。 
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ただし、σはガウス関数の標準偏差で、誤差関数は、Hastings[3.2]の近似関数 

( )
( )44

4
3

3
2

2112
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xaxaxaxa
xerf

⋅+⋅+⋅+⋅+⋅
=   0 if ≥x   (3-20) 
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( ) ( ) ( ) ( )( )44

4
3

3
2

2112

1
1

xaxaxaxa
xerf

−+−+−+−+⋅
−=     0 if <x   (3-21) 

を用いた。ここで、a1 ~ a4は a1 = 0.278393、a2 = 0.230389、a3 = 0.000972、a4 = 0.078108で与えら

れる係数である。関数F(E)の半値幅を数値的に求め、トータルのエネルギー分解能∆Eとした。 
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 磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径φa = 1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mm、

N = 1、試料と分離アパーチャとの距離Lを 100 ~ 300 mmとした場合にEの関数として計算し

た相対エネルギー分解能∆E / E (%)を図 3-6に示す。図には比較のためHRBSの典型的な相対エ

ネルギー分解能 0.15 %もプロットした。ρd < 10 mmとなる範囲の計算結果については式(3-13)、

(3-16)における近似が成り立たなくなるので示していない。図からわかるように相対エネルギー

分解能はEとともに減少し、Eが 400 keV以下のとき∆E / Eは 0.12 ~ 6 %の範囲で変化する。ま

た、L = 300 mmの場合、140 keV以上のEで 1 %以下の相対エネルギー分解能を有すること、L

が小さいほど高いエネルギー分解能が得られることがわかる。 
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図 3-6 CRBSスペクトロメータにおいて磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径φa = 

1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mmとした場合の検出エネルギーE (keV)に対する相対エネル

ギー分解能。試料とアパーチャ間の距離Lは 100 ~ 300 mmとした。青線はHRBSの典型的な

相対エネルギー分解能 0.15 %。 

 

 

3.2.2    立体角立体角立体角立体角[3.1] 

 

 イオンの散乱角が式(3-14)を満たすとき、エネルギー分離アパーチャを通過し 2D-PSDで検出

されるから、立体角Ωは、次式で与えられる。 
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( )d

d

a cos
2

2sin2 ρθ
ρ
φ

δθθπ =⋅=Ω       (3-22) 

図 3-7は、図 3-6のエネルギー分解能を評価した場合と同条件：磁場強度B = 2 T、エネルギー

分離アパーチャの直径φa = 1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mm、N = 1、試料と分離アパーチ

ャとの距離Lを 100 ~ 300 mmとした場合の立体角をプロットしたものである。図には比較のた

めHRBSの典型的な立体角 0.4 msrも示した。立体角はρdとともに減少し、2.3 ~ 200 msrの範囲

で変化する。HRBS と比較すると 5 倍以上の立体角を有するが、L が小さくなるほど立体角は

小さくなるため、高いエネルギー分解能と大立体角との両立を図る場合は注意が必要となる。 
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図 3-7 CRBSスペクトロメータにおいて磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径φa = 

1 mm、検出器位置分解能δρd = 0.1 mmの場合の検出器位置ρd (mm)に対する立体角。試料とアパ

ーチャ間の距離Lは 100 ~ 300 mmとした。青線はHRBSの典型的な立体角。 

 

 

3.2.3    質量分解能質量分解能質量分解能質量分解能[3.3] 

 

 前節まではCRBSスペクトロメータの性能として、相対エネルギー分解能と立体角について

議論したが、ここでは、イオンと試料表面原子の散乱における運動学からCRBSにおける質量

分解能を見積もる。まずはじめに、エネルギー分離アパーチャが無限小の場合について議論を

進め、後にアパーチャが有限のサイズを有する場合について研究する。 
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 図 3-8は、質量M1、速度 vin、エネルギーEinを持った入射イオンが、静止している質量M2の

標的原子に衝突した様子を模式的に示した図である。散乱後、イオンは動径方向および z軸方

向の速度成分vrとvzを持ち、標的原子はv2の速度を持って反跳角ϕの方向に反跳されるとする。

エネルギーと運動量の保存則から次の 3式が得られる。 

( ) 2

22

2

z

2

r1

2

in1
2

1

2

1

2

1
vMvvMvM ++=      (3-23) 

ϕsin0 22r1 vMvM +−=        (3-24) 

ϕcos22z1in1 vMvMvM +−=       (3-25) 

これらからϕと v2を消去して次式を得ることができる。 
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vv
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−−
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−
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図 3-8 質量M1、速度 vin、エネルギーEinを持った入射イオンが、静止している質量M2の標的原

子に衝突した様子を示す模式図。散乱後、イオンは動径方向および垂直方向の速度成分 vrと vz

を持ち、標的原子は v2の速度を持って反跳角ϕの方向に反跳される 

 

 次に、図 3-1に示すように試料から距離 Lの場所に無限小のエネルギー分離アパーチャを設

置した場合に、アパーチャからL / 2だけ離れた場所に設置した 2D-PSDで検出される散乱イオ

ンの検出位置について考える。アパーチャを通過するイオンの z軸と平行な方向の速度は、式

(3-7)をN = 1として書き直すことで得られる。 
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π
ω
2
c

z0

L
v =         (3-27) 

ここで、左辺の添字 0は、アパーチャ中心を通るイオンに対応していることを意味する。ここ

で、CRBSにおける特性エネルギーとして 

2
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c 8





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

≡
π

ω LM
E        (3-28) 

を定義する。これは、N = 1でエネルギー分離アパーチャの中心を通過するイオンの z軸方向の

速度に対応する運動エネルギーを意味しており、このEcを用いると、式(3-27)は、 

1

c
z0

2

M

E
v =         (3-29) 

と書き直すことができる。また、これに対応する z軸に垂直な方向の速度成分は、式(3-29)を式

(3-26)に代入することによって得られ、 
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となる。したがって、式(3-5)や(3-8)と同様に、イオンのサイクロトロン半径R0と 2D-PSD上の

検出位置(z軸からの距離)ρd0をそれぞれ 
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0 ω
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および 
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と書くことができる。入射イオンとして 400 keVのHe+イオンを使用し磁場が 2 Tのときの、

ρd0と試料原子の質量M2の関係を図 3-9 に示す。試料原子の質量が大きいほど 2D-PSD におい

て中心から離れた位置で検出されることがわかる。すなわち、検出位置からそのイオンが散乱

されてきた試料原子の質量を一意に決定することができる。また、図から、同じ質量の原子を

見る場合でもLが小さいほど大きな検出器が必要なことがわかる。 
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図 3-9 入射イオンとして 400 keVのHe+イオンを使用し磁場が 2 Tのときの、ρd0と試料原子の

質量M2の関係。Lは 100 ~ 300 mmとした。 

 

 ここまでは、エネルギー分離アパーチャの大きさが無限小として話を進めてきたが、以降で

はアパーチャサイズが有限として議論を進め、CRBS の質量分解能を求める。アパーチャの直

径が有限である場合、同一原子から散乱したとしても z方向の速度成分がvz0に比べて微小量∆vz

異なるイオンもアパーチャを通過することができる。図 3-10はこの様子を模式的に示したもの

で、vz0および vz0 + ∆vzの z方向速度を持つ 2つのイオンの軌道を xy平面に投影した図である。

速度 vz0を持つイオンの軌道は点線で表され、z軸に垂直なアパーチャ平面(z = L)に到達したと

き、イオンの位置はアパーチャの中心にあり、回転角は 2πである。一方、図中実線で表した速

度 vz0 + ∆vzを持つイオンがアパーチャ平面に到達したとき、その回転角は 2π + ∆αである。ここ

で両者の回転角の差は∆α = - 2π∆vz / vz0で表される。∆αを用いて散乱イオンがエネルギー分離ア

パーチャを通過する条件は、 

22
sin2 aφα

<
∆

R         (3-33) 

で表すことができるから、 






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となり、式(3-33)式は 
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と書き直すことができる。そしてこのイオンが 2D-PSDに到達したとき、回転角は 3π + ∆β (∆β 

= 3∆α / 2)となるが、|∆β|の最大値は次式で与えられる。 
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また、このイオンは、サイクロトロン半径もR0と少しだけ異なり、その差異は、式(3-5)から求

まり、また、式(3-26)を微分した式を使うことにより、 
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と計算される。ここで、∆vrは z軸に垂直な方向の速度成分の式(3-30)からのずれを表す。式(3-35)

を用いて、|∆R|の最大値は、次式で表される値をとる。 
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図 3-10 z軸方向の速度成分 vz0および vz0 + ∆vzを持つ 2つのイオンのサイクロトロン軌道を xy

平面に投影した模式図。入射ビームは z軸に平行に試料に照射される(図の右側)。2つのイオン

の軌道は破線および実線で示されており、アパーチャ平面(z = L)に到達したときの回転角はそ

れぞれ 2π、2π + ∆αであり、2D-PSDに到達した(図の左側の検出位置で検出される)ときの回転

角は、3π、3π + ∆βである。 

 

 次に、この vz0 + ∆vzを持つイオンが 2D-PSDで検出される位置を求めると、 

( ) 






 ∆∆+=
2

cos2 0d

β
ρ RR       (3-39) 

となるから、同じ標的原子から散乱されても検出器上では異なる半径位置で検出されることが

わかる。この式から、エネルギー分離アパーチャを通ることができるイオンの検出位置の最大

値および最小値は、上のδRとδβを用いて 

( ) ( )δRR
δ

δRR ±≅

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±= 00minmax,d 2
2

cos2
β

ρ     (3-40) 

と書ける。ただし、φa / Rに関して高次の項は無視している。したがって、同一標的原子から散

乱されたイオンの検出位置の広がりは、 


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と表すことができる。この広がりの分布は、アパーチャのサイズがRに対して十分小さいとし

た場合、半径方向の検出位置に関する矩形関数で近似できる。一方、2D-PSDの位置分解能δρd
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はガウス分布で表されるから、トータルの径方向検出位置の広がりδρa,dは、エネルギー分解能

を評価したときと同様、幅δρaの矩形関数と半値幅δρdのガウス関数との畳み込みによって見積

もることができる。 

質量分解能は上記で見積もったδρa,dを用いることにより、次式で求めることができる。 

1

2

d0
da,2

−










∂
∂

=
M

δδM
ρ

ρ        (3-42) 

入射イオンとして 400 keVのHe+イオンがシリコン(Si)と金(Au)に入射し、磁場Bが 2 T、δρd = 

0.1mmのときの、質量分解能δM2とφaの関係を図 3-11に示す。質量分解能はφaが大きくなると

劣化し、劣化の割合はLが大きくなるほど急激になる。図 3-12は質量分解能を標的元素の質量

M2の関数としてプロットしたものである。計算において、入射イオンとして 400 keVのHe+イ

オンを使用し、B = 2 T、φa = 1 mm、δρd = 0.1 mmを使用した。また、図には、比較のため 2 MeV 

He+、θ = 150°、エネルギー分解能∆E = 15 keV、の条件における標準RBSの質量分解能および、

He+、θ = 120°、相対エネルギー分解能∆E / E = 0.15 %、の条件におけるHRBSの質量分解能も

示した。図から、CRBSの質量分解能はM2が 90 amu以下の元素に対して 1 amu以下の質量分

解能を有し、これは標準RBSのそれに比べて約 5倍良い値であり、HRBSのそれと同等である

ことがわかる。 
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図 3-11 エネルギー分離アパーチャの直径φa に対する質量分解能。入射イオンビーム 400 keV 

He+をSiおよびAuの表面に照射した場合を計算した。また、磁場強度B = 2 T、検出器の位置

分解能δρd = 0.1 mmとした。 
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図 3-12 標的原子の質量M2に対する質量分解能。入射イオンビーム 400 keV He+をSiおよびAu

の表面に照射した場合を計算した。また、磁場強度B = 2 T、エネルギー分離アパーチャの直径

φa = 1 mm、検出器の位置分解能δρd = 0.1 mmとした。 

 

 

3.2.4    深深深深ささささ分解能分解能分解能分解能 [3.3] 

 

 前節では、試料表面からの散乱を議論したが、本節では、試料内部における散乱事象を取り

扱い、深さ分解能を求める。まず、深さDで散乱されたイオンが 2D-PSD上で検出される位置

を導出し、エネルギー・ロス・ストラグリングを無視した場合の深さ分解能を見積もる。 

 試料内におけるエネルギー損失が入射エネルギーに対して十分小さいと見なせる比較的浅い

深さDでの散乱を考える。入射イオンが衝突するまでの試料内での軌道が直線で近似できると

すると、入射時 Vinだったイオン速度は、入射軌道に沿って深さ D まで達する間に受けるエネ

ルギー損失∆Einにより、 








 ∆
−≅

in

in
inin

2
1

E

E
Vv        (3-43) 

に減速される(図 3-13参照)。ただし、∆Ein / Einに関する高次の項を無視している。エネルギー

損失∆Einは、入射イオンに対する阻止能 Sinを使って、 

DSE inin =∆         (3-44) 
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と表せる。散乱直後のイオンの動径方向および z軸方向の速度成分をそれぞれ vr、vzとすると、

これらは、試料から飛び出すまでの間にやはりエネルギーを損失し、Vr、Vz となり、それぞれ

の関係は、 






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 ∆
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s

out
rr

2
1

E

E
Vv ,       (3-45) 
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となる。ただし、∆Eoutは試料内出射軌道におけるエネルギー損失、Esは散乱直後のイオンのエ

ネルギーであり、∆Eout / Esに関する高次項を無視した。また、エネルギー損失∆Eoutは、出射イ

オンの阻止能 Soutを用いて、 

θcos
outout

D
SE =∆        (3-47) 

で与えられる。式(3-43)、(3-45)、(3-46)を式(3-26)に代入することにより、試料の外に飛び出し

た直後のVrが次式のように得られる。 
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図 3-13 試料表面から深さDにおける散乱を説明する模式図。 

 

 深さDで散乱し、かつ無限小のエネルギー分離アパーチャを通るイオンを考えると、その z

軸方向の速度成分は、式(3-27)、(3-29)から 
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である。このVz0を式(3-48)のVzとして代入して計算することにより、このイオンの速度の r成

分 
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が得られる。さらに、サイクロトロン軌道半径 R0は、式(3-31)において vr0の代わりに Vr0を用

いることにより得られるから、2R0 = 2Vr0 / ωc で与えられる 2D-PSD上の検出位置は、次式のよ

うになる。 
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ただし、∆Ein / Einと∆Eout / Esに関する高次項は無視している。ここで、位置変化因子、 
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を導入すると、深さ分解能は前節で見積もった検出位置の広がりδρa,dを用いて次式で与えられ

る。 

[ ] 1

da,

−= ρρ SδδD         (3-53) 

ただし、式(3-52)におけるθ(D)は、深さ D で散乱され、エネルギー分離アパーチャを通過する

イオンの散乱角であり、式(3-46)を変形して得られるVz ≈ vz(1 – ∆Eout / 2Es)を式(3-49)に代入して

得られる方程式を解くことにより求めた。 

式(3-53)から、入射イオンに 400 keVのHe+を使用し、B = 2 T、δρd = 0.1 mmの条件で、Siと

Auに対して深さ分解能を計算した結果を図 3-14に示す。阻止能はZieglerらの半経験式[2.6]を

用い、φa =0、1、3 mmの場合にLの関数として計算した。この結果はストラグリングの効果を

無視しているので表面における深さ分解能に相当する。図からわかるようにアパーチャが有限

の値を持つとLとともに深さ分解能は劣化し、特に、Lが大きいところでは劣化は激しくなる。 

次にアパーチャサイズが深さ分解能および立体角(式(3-22)を用いて計算)に与える影響を調

べた。図 3-15は、φaの関数として計算したCRBSにおける深さ分解能と立体角であるが、概し

て、φaが大きくなると立体角は大きくなるが深さ分解能は劣化することがわかる。図 3-14およ

び 3-15の結果から、Lもφaもともに小さい方が深さ分解能が向上するものの、立体角が小さく
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なる、大きな検出器が必要となる(図 3-9参照)、というデメリットが生じることがわかる。ここ

で、高い深さ分解能を維持しながら大きな立体角を得ることができる実用的な Lおよびφaを見

積もる。すなわち、次章で示す実際のシステムのスペクトロメータ内径の制限からρd0 < 150 mm

という条件の下、立体角 10 msr以上で、かつ、表面でサブ nmの深さ分解能での測定が可能な

φaとLの条件を探してみる。Auなど重元素の場合、上記ρd0の制限からL > 300 mmが必要であ

り、たとえばL = 300 mmとすると、1.4 < φa < 3.3 mmの範囲で上記条件を満たす。一方、Siな

ど軽元素を観察する場合のρd0は、重元素を観察する場合のρd0に比べ小さいため(図 3-9 参照)、

深さ分解能向上のためLを小さくしてもρd0の条件を満たすため、たとえば、L = 100 mmとし

てもよく、3.7 < φa < 10 mmと広い範囲で上記条件を満たす。 
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図 3-14 エネルギー・ロス・ストラグリングを無視して計算した、Lの関数としての深さ分解能。

アパーチャ直径φaは 0、1、3 mmとし、400 keV He+がSiおよびAuに入射した場合を計算した。

磁場強度B = 2T、検出器の位置分解能δρd = 0.1 mmとした。 
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図 3-15 エネルギー・ロス・ストラグリングを無視して計算した、φa の関数としての深さ分解

能。試料とアパーチャとの距離Lは 100、200、300 mmとし、400 keV He+がSiおよびAuに入

射した場合を計算した。磁場強度B = 2T、検出器の位置分解能δρd = 0.1 mmとした。 

 

 次に、深さ分解能に対するエネルギー・ロス・ストラグリングの影響を考える。イオンが試

料中を進む場合、エネルギー損失を起こすが、同一エネルギーを持ったイオンが同じ距離進ん

だとしても、その損失量はエネルギー・ロス・ストラグリングの統計的な揺らぎにより一定で

はなく、ガウス分布で近似されるエネルギー広がりを持つ。イオンが試料の同じ深さの同じ原

子から散乱された場合でも、このエネルギー広がりにより 2D-PSDにおける検出位置の広がり

を引き起こし、前節で考えた有限のアパーチャサイズによる検出位置の広がりに加わった形と
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して現れる。入射軌道におけるエネルギー・ロス・ストラグリングによる検出器位置の広がり

は、 
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で与えられる。ただし、δEin は入射軌道においてイオンが失うエネルギーのエネルギー広がり

である。同様のことは出射軌道においても生じ、損失エネルギー広がりをδEoutとして、検出位

置広がりは、 
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となる。これらの現象は独立であるため、エネルギー・ロス・ストラグリングにより生じる検

出位置の広がりは両者を合わせて、 

2

out

2

instr ρρρ δδδ +=        (3-56) 

と書ける。これに、2D-PSD の位置分解能(ガウス関数で表される)を含めると、深さ D での散

乱に対する検出位置広がりは、 

2

str

2

dd,s ρρρ δδδ +=        (3-57) 

となる。さらに、エネルギー分離アパーチャのサイズによる効果を含めると、トータルの検出

位置広がりδρtotal は、δρa の幅をもつ矩形関数と、δρd,s の半値幅をもつガウス関数の畳み込みで

評価できる。したがって、深さDにおけるエネルギー・ロス・ストラグリングの効果を含んだ

深さ分解能は、次式で与えられる。 

[ ] 1

total

−= ρρ SδδD         (3-58) 

 条件B = 2 T、δρd = 0.1 mmにおいて、400 keVのHe+イオンがSiおよびAuに入射した場合の

深さDに対する深さ分解能を計算した。エネルギー分布の半値全幅(FWHM)で定義される、入

射および出射軌道における損失エネルギー広がりは、単位長さあたりのストラグリングの標準

偏差σinおよびσoutを用いてそれぞれ、 
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と表される。ただし、K は式(2-4)で見た、イオンと原子の散乱における弾性散乱因子である。

これら標準偏差の計算にはYangらの半経験式[2.12]を用いた。図 3-16に、いくつかのφaとLに

対して計算した、深さDの関数としての深さ分解能を示す。深さ分解能は深さとともに劣化す

るが、Siに対しては、L = 100 mm、φa = 10 mmとすれば、3.5 nmより浅い表面近傍ではサブ nm

の深さ分解能で測定可能なことがわかる(このとき立体角は 28 msrである)。Auに対しては、L = 

300 mm、φa = 3 mmとすれば、1.8 nmより浅い領域でサブ nmの深さ分解能が得られる(このと

き立体角は 22 msrである)。 
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図 3-16 いくつかのφaと L に対して計算した、深さの関数としての深さ分解能。(a)は標的原子

がSiの場合、(b)はAuの場合で、入射イオンは 400 keV He+、B = 2 T、δρd = 0.1 mmとして計算

した。 
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3.3    スペクトルスペクトルスペクトルスペクトル・シミュレータ・シミュレータ・シミュレータ・シミュレータのののの開発開発開発開発 

 

 図 3-3 で見たように CRBS では、2D-PSD 上の径方向の検出位置に対して散乱イオンのエネ

ルギーと散乱角が変化する。このため CRBS では、従来の RBS に比べより多くの情報量が一

度に得られる可能性を有する反面、データの直感的な理解が困難になると考えられ、スペクト

ル・シミュレータの利用が必須となる。本節では、従来のRBSにおけるスペクトル・シミュレ

ータをベースにCRBS用のスペクトル・シミュレータを開発し、CRBSで観測される位置スペ

クトルを得る。 

 シミュレータ開発のベースとした、従来のRBSのスペクトル・シミュレータの計算手順は次

のようになる。 

(i) ある組成分布を仮定する。 

(ii) 仮定分布を深さ方向に薄いスラブに分割する。 

(iii) 各スラブからの散乱エネルギーと散乱量を計算する。 

(iv) 各スラブの寄与を総和してエネルギースペクトルFRBS(Eout, θ)を得る。 

また、従来 RBSのシミュレータ内部の計算における阻止能の計算には Zieglerらの半経験式

[2.8]を、電子遮蔽の効果を考慮した微分散乱断面積の計算には Mendenhall らのアルゴリズム

[2.5]を、エネルギー・ロス・ストラグリングの計算にはYangらの半経験式[2.12]を用いている。 

従来RBSのスペクトル・シミュレータで得られるエネルギースペクトルFRBS(Eout, θ)に対して、

引数の変換およびエネルギーから位置への変換、立体角の変換を行うことにより、CRBS シス

テムにおける位置スペクトルが次式のように表現される。 

( ) ( )
d

CRBS

RBS

CRBS
CRBSCRBSRBSdCRBS ,

ρ
θρ

∂
∂

∆Ω
∆Ω

=
E

EFF ,    (3-61) 

ただし、θCRBSは式(3-11)で与えられる CRBS における散乱角、∆ΩCRBSは式(3-22)で与えられる

CRBSの立体角である。最後の項
dCRBS ρ∂∂E に式(3-10)の結果を用い、CRBSにおける特性エネ

ルギーEcを用いて式(3-61)を書き直すと、 

( ) ( )
2

d
22

ac
2

CRBSCRBSRBS

RBS

dCRBS

8
,

1

ρπ

φπ
θρ

+
⋅⋅

∆Ω
=

LL

E
EFF    (3-62) 

となる。したがって、従来のRBSのスペクトル・シミュレータにおいて、CRBSシステムにお

けるエネルギーECRBS と散乱角θCRBS を用いて計算を行い、他の係数を乗算することにより、

CRBS における位置スペクトルを得ることができる。ここで、エネルギーECRBSは、式(3-10)を

Ecを用いて表した、 



53 
 


















+=
2

d
cCRBS 1

L
EE

πρ
       (3-63) 

を使えばよい。 

 基板Siの上に厚み3 nmのHfO2層が存在する試料構造を仮定してCRBSスペクトルを計算し

た結果を図 3-17に示す。計算に用いた入射イオンは 400 keV He+とし、B = 2 T、Q = 10 µC、L = 

300 mm、φa = 3 mmとした。ただし、散乱ヘリウムの 1価のイオン化効率と検出器の検出効率

はともに 100 %としている。図の横軸は2D-PSD上における z軸からの距離ρd、縦軸は単位距離

あたりのカウント数である。検出半径ρd = 148 mm付近のピークはHf元素からの散乱He+によ

る信号を示しており、Siの基板信号の立ち上がりは 109 mm付近に、Oのピークは 62 mm付近

に現れている。重元素からの信号は大きなρd に、軽元素からの信号は小さなρd に現れており、

図 3-9 の結果と合う。また、軽元素からの信号は相対的に弱いことがわかる。シリコンの立ち

上がり付近の 2つの小さなステップ(107 mmと 109 mm)が見えているが、これはSiの同位体で

ある 29Siと 30Siに対応している。 
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図3-17 基板Siの上に厚み3 nmのHfO2層が存在する試料構造を仮定して計算したCRBSスペ

クトル。入射イオンは 400 keV He+、B = 2 T、Q = 10 µC、L = 300 mm、φa = 3 mmの条件で計算

した。 

 

 比較のため、同じ照射量で立体角を 0.4 msrとし、散乱角を図 3-17の表面Hfから散乱されて

検出される場合と同じ散乱角123°を用いてHRBSスペクトルを計算した結果を図3-18に示す。
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両者のスペクトル形状は類似しており、CRBS スペクトルから直感的に試料構造が推測できる

ことがわかる。同じ照射量で、同様の散乱角における比較であるが、CRBS における収量は

HRBS の約 50 倍であり、これは、同じ統計誤差でスペクトルを得る場合、50 倍の速度で測定

が可能であることを示している。また、両スペクトルの Si や O の信号強度を比較してわかる

ように、CRBSは軽元素の相対強度がHRBSのそれに対して高い。これは、軽元素を取得する

ρdの小さな領域では立体角が大きくなるためであり、この、軽元素に対する感度が高いという

特長はCRBSを用いる際の利点と言える。さらに、HRBSでは磁場型スペクトロメータのエネ

ルギーウィンドウが限られているため、図 3-18で示したようなエネルギー範囲のスペクトルを

取得する際には 4段階以上の磁場強度の変更が必要であるが、CRBSでは 1段階の磁場強度設

定で図 3-17のスペクトルを取得することができるため、実際の測定速度は上記 50倍よりさら

に 4倍以上速くなる。 

ただし、本CRBSスペクトル・シミュレータでは、エネルギー分離アパーチャのサイズに起

因する分解能の劣化については考慮してないので注意が必要である。 
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図3-18 基板Siの上に厚み3 nmのHfO2層が存在する試料構造を仮定して計算したHRBSスペ

クトル。入射イオンは 400 keV He+、Q = 10 µC、θ = 123°、∆ΩRBS = 0.4 msrの条件で計算した。 
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3.4    CRBSのののの特徴特徴特徴特徴とととと各種各種各種各種RBS分析装置分析装置分析装置分析装置とのとのとのとの比較比較比較比較 

 

 3.1 ~ 3.3節で明らかになったCRBS分析装置の特徴について、第 2章で見た各種RBS分析装

置と比較してまとめると次のようになる。 

・ エネルギー分解能：検出器で検出されるイオンのエネルギーE とともに高くなり、E が

400 keV以下のとき、相対エネルギー分解能は 0.12 %まで向上する。Lが小さいほど高い

エネルギー分解能が得られるが、L = 300 mmの場合、140 keV以上のエネルギーで 1 %

以下とMEISやHRBSと同等の高い相対エネルギー分解能を有する。 

・ 立体角：検出半径位置ρdに依存して変化し、10 < ρd < 160 mmの範囲で 2.3 ~ 200 msrの値

をとるが、ほとんどのρdの範囲で 5 msr以上であり、MEISの 100倍、HRBSの 10倍以

上、標準RBSと同等の大きな立体角を有する。 

・ 質量分解能：質量数 90 amu以下の元素に対し、1 amu以下の質量分解能で分析可能であ

り、MEISやHRBSと同等の高い質量分解能を有する。 

・ 深さ分解能：試料表面のSiに対し、0.2 nmの深さ分解能を有し、MEISやHRBSと同等

である。また、深さ 3.5 nmまではサブ nmの深さ分解能で分析可能である。 

・ 得られるスペクトル：従来の各種RBSで得られるエネルギースペクトルと類似した形状

の位置スペクトルが得られる。CRBSのスペクトルは従来RBSに比較して、軽元素に対

する感度が高い。 

さらに、チャネリング測定やブロッキング測定の可能性について触れておく。CRBS の光学

系では、同一散乱角について方位角方向全ての散乱イオンを捕捉することが可能であるため、

検出器に現れるスペクトルは結晶構造をそのまま反映したものが得られる。すなわち、複数の

方向のブロッキングパターンを一度に得ることが可能であり、結晶構造の解析にも有用な情報

を与えうる。 

 

3.5    まとめまとめまとめまとめ 

 

 CRBS の性能としてエネルギー分解能、立体角、質量分解能、深さ分解能を解析的に評価す

る公式を導いた。概して、試料-エネルギー分離アパーチャ間の距離 L やアパーチャの直径φa

を小さくするとエネルギー分解能、質量分解能、深さ分解能ともによくなるが、立体角は小さ

くなる。Lやφaを適切に選択すれば、10 msr以上の大きな立体角と、HRBSやMEIS並みの分

解能を同時に実現できることを明らかにした。 

次に、散乱イオンのスペクトル・シミュレータのためのスペクトル計算の基礎公式を導出し、

プログラムコードを完成させた。シミュレータで得られた CRBS スペクトルは、通常の RBS

スペクトルと類似していることがわかった。 
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第第第第 4章章章章    CRBS分析装置分析装置分析装置分析装置のののの開発開発開発開発 

 

 本章では、中エネルギー(数百 keV)の散乱Heイオンを適当なサイクロトロン半径で捉えるた

めの一様強磁場(2 T)を発生させる無冷媒超電導磁石と、イオン源、500 kV小型加速器、ビーム

収束デバイスとを組み合わせて構築したCRBSシステムについて述べる。また、実際に製作し

た装置の特性試験から装置各コンポーネントの性能を評価する。 

 以下 4.1節では、装置の設計概念について説明し、4.2節では、CRBS分析装置の装置構成と

主なコンポーネントについて述べる。4.3 節では、CRBS スペクトロメータの特性評価として、

均一度が要求される磁場分布の測定と結果の評価を行い、4.4節ではプローブとして用いる加速

He+ビームの特性について示す。 

 

4.1    設計概念設計概念設計概念設計概念 

 

 設計にあたっては、従来の各種RBS装置に比べ、高分解能、大立体角を両立する性能が実験

室レベルのコンパクトさで実現できることを目指した。実際には、鉛直方向の強磁場を発生さ

せる超電導磁石の上に加速器を搭載する構造となるため、装置全体の高さが 2.5 m以内に収ま

り、かつ、メンテナンスなどのため容易に加速器がスペクトロメータから分離できるような構

成を目指した。本システムのウェハ検査装置としての適用をねらい、TEG(test element group)測

定のための収束ビーム(φ 50 µm)を得ること、6インチウェハを導入するための改造ができるよ

うな設計とした。また、管理区域不要となるよう加速器内外の効果的な放射線遮蔽によって装

置表面から 10 cm地点における漏洩X線量を 0.6 µSv / hr以下に抑えることとした。 

 

4.2 装置構成装置構成装置構成装置構成 

 

 本研究で開発したシステムは加速器部、スペクトロメータ部を上下に組み合わせ、他に制御・

信号処理部と、測定・制御用PCで構成される。図 4-1に製作した装置の構成図を、図 4-2に外

観写真を示すが、装置全体の大きさは、幅 1.8 m、奥行き 1.4 m、高さ 2.5 mとコンパクトであ

る。加速器部は、ヘリウムガスをイオン化するPIG型イオン源(図 4-1(1))、不純物イオン除去の

ためのウィーンフィルタ(図 4-1(2))、イオンを加速するため最大 500 kV の高電圧を発生する

Cockcroft-Walton型高電圧電源(図 4-1(3))、イオンを高電圧で加速する加速管(図 4-1(4))から構成

されており、図 4-2 に示すような架台に固定され架台ごとスペクトロメータ上に搭載される。

スペクトロメータ部は、主に無冷媒超電導磁石(図4-1(6))、上下2つの特殊形状の磁極(図4-1(7))、

中心に開口を有する 2D-PSD、エネルギー分離アパーチャ、試料ホルダからなり、後者 3 つは

すべて強磁場中に設置される特殊な光学系が実現される。無冷媒超電導磁石は、φ 340 mm×770 

mmの空間に最高 2 Tの鉛直方向の磁場を発生させることができ、システムは 3台のターボ分

子ポンプ(図 4-1(8))によりベース真空度 1×10-5 Paまで到達する。 
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図 4-1 CRBS分析装置の構成図。全体のサイズは、幅 1.8 m、奥行き 1.4 m、高さ 2.5 mであり、

主に、加速器部とスペクトロメータ部にわかれる。(1)はイオン源、(2)ウィーンフィルタ、

(3)Cockcroft-Walton型高電圧電源、(4)加速管、(5)二連四重極磁石、(6)無冷媒超電導磁石、(7)上

下 2つの磁極、(8)ターボ分子ポンプ、をそれぞれ示す。 

 

 加速器で加速された 1 価の He ビームは、鉛直方向の強磁場と平行にスペクトロメータに入

射する。ビームは 2D-PSDの中心開口とエネルギー分離アパーチャを順に通過し、試料に照射

される。試料からの散乱 He+イオンは、軸対称磁場空間の中でサイクロトロン軌道に沿った運

動を行う。3 章で導いた、エネルギーと散乱角の関係を満足する散乱イオンだけがエネルギー

分離アパーチャを通過し、2D-PSD で検出されることになる。そして、それらのイオンのエネ

ルギーと散乱角は 2D-PSD上の検出半径位置ρdで決定することができる。 
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 以下では、装置を構成する各コンポーネントについて詳述する。 

 

 
図 4-2 CRBSシステムの外観写真。左側に、制御・測定系機器用の 2台のラックが設置されて

いる。 

 

 

4.2.1    PIG型型型型イオンイオンイオンイオン源源源源システムシステムシステムシステム 

 

ヘリウムガスをイオン化させるため小型PIG型イオン源システムを開発し用いた。全体をコ

ンパクトにするため、PIG 放電によるプラズマ生成のための磁場形成用永久磁石を放電室内に

設置した(通常のイオン源では放電室の外側に設置される)。また、通常は加速後に設置するウ

ィーンフィルタを、高電圧ターミナル上のイオン源直下に設置することで、加速前の低エネル
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ギーの段階でフィルタリングが可能となり、さらなる小型化と、また、不要イオンの加速を防

ぐ効果から漏洩X線の低減を目指した。  

図 4-3に構造を示す本イオン源システムの全体サイズはφ 130 mm×240 mmであり、最大 10 

kVの引き出し電圧で、数µAのヘリウムイオンビームを発生させることができる。イオン源下

流部に、アインツェルレンズ(図 4-3(3))を設け加速器に入射するビームを平行化し、永久磁石を

用いたウィーンフィルタ(図 4-3(4))において、He+イオンのみが選別される。 
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図 4-3 PIG型イオン源システムの構成図。(1)PIG型イオン源、(2)ビームアライメント用ベロー

ズ、(3)アインツェルレンズ、(4)質量分離用ウィーンフィルタ、(5)PIGプラズマ生成用永久磁石、

(6)PIG放電室、(7)ウィーンフィルタ用平行平板電極、(8)ウィーンフィルタ用円環状永久磁石。 

 

 PIGイオン源単体(加速器に搭載してない状態)によるウィーンフィルタ動作試験結果を図4-4

に示す。約 380 Vの電圧を印加することにより、He+が分離できることが確認できる。このとき

のHeガス供給量は 0.1 sccm、アノード電流 0.1 mA、引出電圧 10 kV、アインツェルレンズ電圧

6.1 kVであった。 
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また、後で述べる加速器に本イオン源を搭載して、He+イオン電流400 nA、発散角 0.5 mrad、

ビームサイズφ 1.5 mmの 400 keV He+ビームが得られることを確認した。 
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図 4-4 PIGイオン源単体(加速器に搭載してない状態)によるウィーンフィルタ動作試験結果。横

軸はウィーンフィルタ電極に印加する電圧、縦軸はファラデーカップで測定したイオンビーム

電流である。約 380 Vの電圧印加でHe+に相当する電流ピークが、他の不純物イオンから分離

されて測定されていることが確認できる。このとき、Heガス供給量は 0.1 sccm、アノード電流

0.1 mA、引出電圧 10 kV、アインツェルレンズ電圧 6.1 kVであった。 

 

 

4.2.2    500 kV円筒縦型高圧電源円筒縦型高圧電源円筒縦型高圧電源円筒縦型高圧電源 

 

500 kVの直流高電圧(最大電流 100 µA)を発生する高電圧電源は、各昇圧段を円環状とし、中 

心部に加速管を設置できるようになっている。図 4-5 に示すように、回路は、高耐圧のコンデ

ンサとダイオードで構成された 40段の逓倍回路からなるCockcroft-Walton型であり、円環の半

円部分が一段分に相当する。左右交互に下から上へと昇圧されるため、中に設置される、上か

ら下へとイオンを加速する加速管との電位勾配をほぼ同一とすることが可能となり、異常放電

を抑制することができる。各段は高耐圧コンデンサの並列接続で容量を増大させており(1 nF×

8 = 8 nFと十分大きく、リプル低減にも寄与している)、ダイオードの直列接続により耐圧性を

高めた。この方法により、汎用の小型素子を用いることが可能となったため電源全体としてφ 

190 - φ 340×530と従来に比べ格段に小さなサイズとすることができ、小型化と低コストを実現

した。本電源の内側に加速管を組み込んだ写真を図 4-6 に示す。図中赤線で示したのはイオン



62 
 

源への原料ガス供給用ガラス管であり、絶縁性を増すため螺旋状に巻き付けたものである。こ

の電源の昇圧安定性について測定した結果を図 4-7に示す。400 kV昇圧後 30分から 8時間の

間の電圧変動は±38 Vと、±10-4以下の安定度で動作することを確認した。発生電圧リプルも

±5×10-4以下(~ 200 kHz)と他報告に対して遜色のない低いレベルを達成している。 

 

 

 
図 4-5 最大 500 kV、100 µAのCockcroft-Walton型高電圧電源の外観写真。ただし、電位勾配安

定化のためのフープをはずした状態。電源回路は円筒状に形成されており、写真下側から左右

交互かつ上に向かう 40段の逓倍回路となっている。写真上側の高圧ターミナル部にイオン源を

搭載し、イオンは円筒の内側の加速管(図示してない)を通って上から下へと加速される。 
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図 4-6 円筒型高圧電源の内側に加速管を配し、また、イオン源へのガス供給のためのガラス管

(赤線で図示)を巻き付けて設置している。青色の素子が高耐圧コンデンサ、黒色の素子が高耐

圧ダイオード。 
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図4-7 電圧安定度の8時間測定。400 kV出力状態において±10-4以下の安定度を維持している。 

 

 

4.2.3    加速器加速器加速器加速器 

 

加速器は、イオン源とウィーンフィルタ、高電圧電源、加速管、内部制御システム、絶縁タ

ンクから構成される。このうち、内部制御システムと絶縁タンクを除いた加速器の写真を図 4-8

に示す。加速器は 2気圧の絶縁ガス(六フッ化硫黄(SF6)ガス)で満たされた絶縁タンクの中に納
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められる。イオン源(図 4-8(2))やガスコントロールなどの高圧ターミナル上における機器制御は

横河電機製PLC(programmable logic controller)で行われ、タンク外部との通信は光ファイバを介

して行われる。また、それらへの電力供給(24 V、1.1 A)は、駆動側および発電側の 2台のブラ

シレスモータを用いた発電機でなされる。 

通常、イオン源への原料ガス導入は高圧ターミナルに設置される小型ガスボンベから行われ

るが、本加速器ではタンク内の省スペース化のため、ボンベをタンク外に設置することとした。

そのために、接地電位部から高圧部へ螺旋状に加工した全長約 7 mのガラス管を用いて原料ガ

スを供給することで絶縁性を保つ(図 4-6参照)構造としている。また、万が一の加速器内の放電

による高圧ターミナル部の電気機器の破損に備え、サージアブソーバなどの保護回路を組み込

んでおり、100回以上にわたる強制放電試験を実施して放電耐性を確認している。 

 

(1)

(2)

 
図 4-8 加速器システムの外観写真。内部制御システムと絶縁タンクを除いた状態。(1)は、高電

圧電源と加速管が一体となった部分、(2)はイオン源システム。 
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4.2.4    ビームビームビームビーム収束収束収束収束デバイスデバイスデバイスデバイス 

 

 100 µm角程度のウェハ上のTEG測定を念頭に、試料上でφ 50 µmの収束ビームを得るため、

スペクトロメータ上部に二連の四重極磁石を設置した。本デバイスは He+ビーム収束の実績が

あるタイプと同じ設計・サイズ[4.1、4.2]とした。すなわち、図 4-9に示すように、磁極長 40 mm、

磁極間距離 40 mm、磁極あたりのコイル巻き数 150ターン、ボア直径 6.5 mm、ビームダクト内

径 6 mmの四重極磁石を用いた。 

収束軌道の計算は輸送行列式を用いて行った。四重極磁石の輸送行列を下に示す。ここで、x、

yはイオンの座標、x’、y’はイオンの進行方向に対する角度であり、sは磁極長である。 
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これは、1つのレンズでは、x方向を収束させると y方向は発散する非対称なレンズであること

を意味し、したがい、2つ以上組み合わせて x方向：収束(上流レンズ) + 発散(下流レンズ)、y：

発散 + 収束のような条件で用いて全体で収束効果を得るものである。ここで、電荷 e、イオン

の質量m、イオンの速度 v、集束レンズの磁場勾配 g、イオンの加速電圧Φとすると、kは 

g
m

e

mv

eg
k

Φ
==

2
2        (4-3) 

である。ビームが収束する条件を計算して上記 gを求め、次式を用いて必要な励磁電流 Iを得

ることができる。 

2
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µ
=         (4-4) 

ただし、µ0は真空の透磁率を、N はコイルの巻き数、rBは磁極のボア半径を表している。磁極

以外の磁場の存在しない部分(ドリフト空間)についても、輸送行列を定義することができる。 
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ここで、LDはドリフト空間の長さを表す。式(4-1)、(4-2)、(4-5)、(4-6)の輸送行列を順次変換し

ていくことによってイオン軌道を求めることができる。イオン源をビーム起点として計算した

ビーム軌道を図 4-10に示す。図はビーム軸方向を Z軸にとり、Z = 0をイオン源出口とし、Z

軸に垂直な方向をX、Y軸にとって表示している。両磁極コイル電流をそれぞれ 0.99 A、1.26 A



66 
 

とすることにより、スペクトロメータ内超電導磁場の開始点(Z = 1260 mm)においてHe+ビーム

をφ 50 µmに絞ることができる。 
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図 4-9 本システムで用いた二連の四重極磁石。磁極長 40 mm、磁極間距離 40 mm、磁極あたり

のコイル巻き数 150ターン、ボア直径 6.5 mm、ビームダクト内径 6 mm。 
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図 4-10 四重極磁石を用いたビーム軌道計算結果。両磁極のコイル電流をそれぞれ 0.99 A、1.26 

Aとすることにより、スペクトロメータの上側磁極の下端から 20 mmの地点(Z = 1260 mm)で

He+ビームをφ 50 µmに絞ることができる。 
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4.2.5 無冷媒超電導磁石無冷媒超電導磁石無冷媒超電導磁石無冷媒超電導磁石[4.3] 

 

超電導磁石は、散乱イオンをφ 340 mm×770 mmのチェンバ内で高精度にサイクロトロン運

動させるため、均一な磁場分布を発生させる必要がある。そのため、コイルの構成としては、

図4-11および表4-1に示すように主たる磁場を発生させるロングソレノイド型のメインコイル

に加え、磁場均一度を向上させるため 4本の補正コイルと 5本の補助コイルを設置している。

メインコイルと補正コイルは直列に接続された一本の、巻数約 17000ターンのコイルとなって

おり、最大 80 A(0.9 V)流すことができる。5本の補助コイルの巻数はそれぞれ 400ターンであ

り、各々に最大 20 A流すことが可能である。また、いずれのコイルも超電導材はNbTiを用い

ている。 

磁極の材質には、飽和磁化が大きく、磁気特性がより線形であるパーメンジュール(FeCo)を

用いた。超電導コイルの冷却には無冷媒のG-M(Gifford-McMahon)冷凍機を用いており、ディス

プレーサの往復運動による断熱膨張により最高 4 Kまで冷却可能である。実際の運転において

はメインコイル電流 80 A(2 T相当) において 4.8 Kを実現している。真空封止は、磁極とチェ

ンバの接触面でOリングを用いて行っており、中に何も入れてない状態で 3.0×10-6 Paまでの真

空度を確認している。 
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図 4-11 無冷媒超電導磁石の構造。チェンバ内部空間φ 340 mm×770 mmに縦方向の磁場を発生

させる。 
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上下の磁極の形状は、スペクトロメータ内に突き出すなめらかな形状になっており、磁場均

一化のため磁場シミュレーションコード(ELF/MAGIC、株式会社エルフ)[4.4]を使用して決定し

た。上側の磁極の上部には窪みを設けてあり、ここに上述した二連四重極磁石を設置する。下

側の磁極は、コイル群の最適配置が可能なスペースを確保するため、およびウェハサイズの試

料搬送のスペース確保のため比較的薄い形状となっている。さらに、この磁極 + リターンヨ

ークを用いた磁気回路構造は漏れ磁場の低減にも貢献している。この効果を示したのが図 4-12

であり、左図が超電導コイルのみで磁場を発生させた場合の空間磁場分布(計算)、右図が磁極

とリターンヨークを設置した場合の空間磁場分布(計算)である。図中白い部分が 50 Gauss以上

の領域で、色の付いている領域が 50 Gauss以下の領域であるが、このように、磁極とヨークを

設置することにより、50 Gauss以上の領域が水平距離で 0.3 m小さくなっている。 

 

表 4-1 超電導磁石の仕様。 

Bore diameter φ 340 mm
Superconducting material NbTi

Pole piece metal FeCo alloy (permendule)
Cooling system 4K G-M refrigerator

Field compensation system Compensation & shim coils
Main and compensation coils 17000 turns

Shim coils 400 turns each
Maximum magnetic field 2 Tesla
Temperature in operation 4.8 K

Main coil current in operation 80 A (0.9 V)
Maximum shim coil current up to 20 A each
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図 4-12 軸対称座標で見た空間漏れ磁場分布。(a) 空芯超電導コイルに 80 A流した場合と磁極

および、(b) リターンヨークを設置して 80 A流した場合を示す。磁極 + リターンヨークを併

用することにより漏れ磁場が減少する。 
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4.2.6    検出器系検出器系検出器系検出器系 

 

 CRBS の特徴を最大限に活かし、大立体角で散乱イオン検出を行うためには、スペクトロメ

ータの内径(φ 340 mm)ぎりぎりまでの大きな 2次元位置検出器を用いるのが望ましい。しかし

ながら、このような大きさの検出器は現状存在しないため、市販で入手できるレベルで比較的

大きな有効面積を有する、ディレイライン型のMCPシステム(RoentDek製DLD80)[4.5]を準備

した。本検出器は、有効径φ 80 mmの円形MCP(3段)と縦横に張ったワイヤによる位置検出器

の組み合わせからなり 2次元の位置検出が可能である。検出システムは約 100 µmの位置分解

能と約 1 MHz の高速カウントレートを有しており、CRBS に好適と考えられた。強磁場中で

MCPの増幅率が落ちることはよく知られており、これによる検出感度の低下が懸念された[4.6, 

4.7]が、磁場分布の方向がMCP面に対し垂直でありMCP内の電子加速を遮るものではないた

め、MCPのバイアス電圧増加による増幅率の向上や、パルス信号増幅器の増幅率の向上を図る

ことによりカバーできると考えられた。 

 しかしながら、次章で詳述するように、上記MCP増幅率の低下に加え、MCPから放出され

た電子群の広がりも極小になってしまい、同MCPシステムで採用しているワイヤ検出型のPSD

では検出できないことが判明し、CRBSにおける散乱イオン検出は困難であることが分かった。 

 

4.2.7    真空排気系真空排気系真空排気系真空排気系およびイオンおよびイオンおよびイオンおよびイオン源原料源原料源原料源原料ガスガスガスガス供給系供給系供給系供給系 

 

 真空排気系およびイオン源原料ガス供給系の構成図を図 4-13に示す。イオン源、加速管から

ビームファインダまでのビームダクトまでは、1台の磁気浮上型ターボ分子ポンプ(300 l / s)およ

びロータリーポンプにより 1.0×10-4 Pa以下まで排気される。高圧ターミナル上のイオン源への

原料ガス供給は、絶縁耐圧を確保しながらガラス細管を螺旋状に巻くことで、絶縁タンク外部

にガスボンベを設置できるようになっている。高圧ターミナル上には、原料ガス供給用マスフ

ローコントローラ、イオン源用冷陰極放電のための各種電源、レンズやウィーンフィルタ用の

電源が搭載されており、モータ発電により電力供給される。 

加速器とスペクトロメータを接続するビームダクトには二次電子逆流サプレッサ、サイズ可

変アパーチャ、ビームファインダを設置している。ゲートバルブ下流にはビームアライメント

のためのベロー、および、ベローの周囲には回転可能な磁気偏向器、そして、四重極磁石、ス

ペクトロメータと続き、これらは、2台の磁気浮上型ターボ分子ポンプ(700 l / s)とドライスクロ

ールポンプ(250 l /m)によりベース真空度 1.0×10-5 Paまで到達する。 

真空系や、CRBS 測定については手動操作を基本としたが、加速器内高圧ターミナル部の機

器制御は、光ファイバを介したPLC制御とし、制御PCおよびタッチパネルから操作できるよ

うにした。 

ターボ分子ポンプは、超電導磁石が励磁している間、渦電流のため高速回転できなくなる。

これを避けるため、ビームラインのターボ分子ポンプには厚み 11 mmの、スペクトロメータの
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ターボ分子ポンプには厚み 4.5 mm の鉄板を周囲に設置して磁気シールドを行った。これによ

り、ターボ分子ポンプの通常運転が可能となった。 
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図 4-13 真空排気系およびイオン源原料ガス供給系。 

 

 

4.2.8    漏洩漏洩漏洩漏洩X線遮蔽線遮蔽線遮蔽線遮蔽 

 

 加速器におけるX線発生の主たる原因は、加速ビームがビームライン中のアパーチャや他の

箇所に衝突して発生した二次電子の逆流加速である。逆流して来た電子はイオン源部分まで到

達し、部材に衝突してX線を発生する。本システムでは、これまで述べた、(i)ビーム加速前の

ウィーンフィルタによる不純物の除去、(ii)二次電子逆流サプレッサ、に加え、(iii)あらかじめ

測定した漏洩X線発生箇所への効率的な鉛板設置、および、(iv)絶縁タンク周囲への鉛板設置、

を施すことにより装置表面 10 cmの線量当量率を 0.6 µSv / hr未満とし、放射線発生装置の枠外

での取り扱いを可能とした(管理区域不要)。 

 

4.3    CRBSスペクトロメータのスペクトロメータのスペクトロメータのスペクトロメータの特性評価特性評価特性評価特性評価[4.3] 

 

CRBSスペクトロメータの性能は、磁場均一度に大きく影響を受ける。不均一な磁場の場合、

散乱イオンは理想的なサイクロトロン軌道からずれ、エネルギー分離アパーチャを通過できな

くなってしまうだけではなく、アパーチャを通過したイオンも計算で予想される 2D-PSD上の
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検出位置からずれてしまい、結果分解能の劣化を招く。したがって、散乱イオンの運動空間(最

大φ 340×770 mm)において均一度の高い磁場を形成する必要がある。200 – 400 keVのHe+イオ

ンを限られたスペクトロメータ内でサイクロトロン運動させるため、2 T の強磁場を超電導磁

石を用いて形成するが、通常の空芯型の超電導磁石では均一磁場発生空間が小さいという短所

がある。そこで、本スペクトロメータにおいては、パーメンジュール(FeCo)磁極とリターンヨ

ーク(φ 75×965 mmのFe製ロッド 16本、図 4-14参照)を設けることで、大空間で効率の良い磁

場発生が可能となり、また、磁極形状およびコイル配置を最適化することで均一度の高い磁場

を発生することが可能となった。以下では、CRBS スペクトロメータ内の磁場分布を均一化す

る方法とその評価結果について説明する。 

まず、スペクトロメータ内の磁場分布が軸対称であることから、全体の空間磁場分布が軸上

磁場分布のみを用いて表すことができることを示す。円筒座標系{r, Θ, z}における軸対称磁位Φ 

(r, z)は anを係数として次式で表される。 

( ) ( ){ }∑
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=
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,
n

n

n rzazrΦ        (4-7) 

ただし、軸対称性から nが偶数の項のみで考える。次に、軸対称磁位Φ (r, z)は、ラプラス方程

式 ( ) 0,2 =∇ zrΦ 、すなわち、 
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を満たすから、 
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を得る。ただし、式中右肩の(2n)は 2n 回の偏微分を示している。また、z 軸を磁石の中心軸と

し、z = 0を下側磁極の上面と定義しており、軸対称性から 0/ =Θ∂∂Φ を用いている。式(4-9)

に対し、変数 zと rに関する偏微分をとると、高次項を無視することにより、磁場分布は、 
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となる。ここで、Br(0, z) = 0を用いた。式(4-10)、(4-11)から、任意座標の磁場分布はBz(0, z)お

よびBr(0, z)、すなわち中心軸(z軸)上の磁場分布のみで決定され、中心軸上磁場分布が均一であ

るほど、全体の磁場分布も均一となることがわかる。 

 したがって、まず、専用の磁場分布測定装置を製作し、メインコイル(+ 補助コイル)のみに

通電した場合のスペクトロメータ内の磁場分布を測定した後、中心軸上磁場分布が均一となる

ように補助コイル電流値を決定する、という手順で磁場の均一化を図った。 
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4.3.1    スペクトロメータスペクトロメータスペクトロメータスペクトロメータ内磁場分布内磁場分布内磁場分布内磁場分布のののの測定測定測定測定 

 

スペクトロメータ内の磁場分布を測定するため、専用の磁場分布測定装置を製作した。本測

定装置は、ホール素子が固定されたステージが移動することによりスペクトロメータ内の任意

の{r, Θ, z}座標における磁場成分Bz、Brの自動測定が可能であり、磁場を乱すことないよう非磁

性材(主にアルミニウム)で構成されている。CRBSスペクトロメータと磁場分布測定装置の外観

を図 4-14に示す。プローブを支持するための棒は入射ビーム用に設けられた上側磁極の開口か

ら導入するようになっており、各軸の駆動系はすべてスペクトロメータの上に設置されたワイ

ヤにより行われる。各軸の測定可能ピッチは、r方向：0.2 mm、Θ方向：0.5 deg、z方向：0.1 mm

であり、精度の高い測定が可能である。 
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図 4-14 (1)CRBSスペクトロメータと、(2)磁場分布測定装置の外観写真。CRBSスペクトロメー

タの外側に設置されている長さ約 1 mのロッド(片側 8本が見えている)はリターンヨーク。磁

場分布測定装置のプローブ(ホール素子)を支持するための棒は、入射ビーム用に設けられた上

側磁極の開口から導入するようになっており、ワイヤで駆動する。各軸の測定可能ピッチは、r

方向：0.2 mm、Θ方向：0.5 deg、z方向：0.1 mmである。 

 

 メインコイル(+補正コイル)のみに 10 ~ 80 A流した場合に、磁場分布測定装置を用いて z軸

上の Bzの測定を行った結果を図 4-15 に示す。図は、Bzを z に対してプロットしており(黒丸)、

磁場シミュレーションによる計算結果(赤線)とともに示してある。Bzは、70 A付近まで電流に

ほぼ比例して上昇するが、70 A以上では上昇は緩やかになる。測定と計算結果は、140 < z < 700 

mmの範囲において± 0.02 %以内で一致しており、計算および測定の信頼度が確認された。 
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図 4-15 メインコイル(+補正コイル)のみに 10 ~ 80 A流した場合のBz(0, z)の測定結果(黒丸)と、

計算結果(赤線)。両者は、140 < z < 700 mmの範囲において± 0.02 %以内で一致した。 

 

 5 本の補助コイルの電流は、磁場解析により、メインコイルによる発生磁場との総和が均一

となるように決定した。両コイルによる z軸上の磁場の総和は次式で表すことができる。 

( ) ( ) ( ){ }∑
=

+=
5

1
mainmain ,0,0

i

ii IIFzBzB      (4-12) 

ただし、Fiは補助コイル iに 1 A流した場合に z軸上に生じる磁場強度(T / A)であり、Iiは補助

コイル電流である。シミュレーションにより求めたFiを図 4-16に示す。図には参考のため、各

補助コイルの z軸方向の位置も四角で示してある。これを用いて Imain = 80 Aの場合に、210 < z < 

620 mmの範囲で磁場強度が最も均一となるように、Microsoft Excelのソルバー機能を用いて Ii

を求めた結果、補助コイル電流は、補助コイル 1(z = 70 mm)から順に、+ 9.760、- 6.809、+ 5.494、

+ 9.855、+ 2.340 Aとなった。補助コイル電流 Iiを流した場合と流さない場合の磁場測定結果お

よび計算結果を図 4-17に示す。補助コイルの効果は明瞭に表れており、補助コイル電流を流す

ことにより、z軸上磁場均一度は±0.29 %から±0.098 %(両者の差の最大値で評価)まで改善され

た。同じ条件における 2次元(r, z)の磁場分布を図 4-18に示す。図 4-18(a)は、メインコイルのみ

の場合の測定磁場分布、図 4-18(b)は、補助コイルを援用した場合の測定磁場分布である。2次

元で見ても、補助コイル電流を流した効果は表れており、∆B / B < ± 0.1 %の最も均一度の高

い白色の領域が拡大していることが分かる。 
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図4-16補助コイル iに1 A流した場合に z軸上に生じる磁場強度(mT / A)を z座標に対してプロ

ットした。図上側にある 5個の四角は各補助コイルの z方向の位置を示している。 
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図4-17 補助コイル電流を流さない場合と流した場合の、z軸上の z方向の磁場成分の均一度∆Bz 

/ Bzの測定値と計算値の比較。黒線は補助コイル電流を流さない場合の測定結果を、赤線と緑線

は、補助コイル電流を流した場合の、それぞれ計算値と測定値を示している。補助コイル電流

は、青破線の範囲で磁場分布が均一となるように決定し、補助コイル 1(z = 70 mm)から順に、+ 

9.760、- 6.809、+ 5.494、+ 9.855、+ 2.340 Aとした。 
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図 4-18 (a)補助コイル電流を流さない場合と、(b)流した場合の、磁場強度の均一度∆B / Bの測定

結果。補助コイルを使用したことにより、∆ B / B < ±0.1 %の白色の領域が拡大している。 

 

 

4.3.2    軌道計算軌道計算軌道計算軌道計算によるによるによるによる散乱散乱散乱散乱イオンのイオンのイオンのイオンの評価評価評価評価 

 

 測定した磁場分布を評価するために、イオン軌道シミュレータを作成した。軌道計算は、磁

場中の運動方程式 

( )Bv
m

q

dt

xd rr
r

×=
2

2

        (4-13) 

を 3次までのテイラー近似式 
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を用いた差分法により行った。ただし、x
r
はある時間におけるイオンの座標を、q、m、v

r
はそ

れぞれイオンの電荷、質量、速度を、B
r
は x

r
における磁場を表している。また、∆hは微小時間、

( )htx ∆+0

r
、 0x

r
はそれぞれ時間 t0 + ∆hおよび t0におけるイオンの座標を表している。 

本軌道シミュレータの精度は、磁場分布が均一とした場合にイオン軌道が z軸に重なること

を条件に検証した。その結果、差分∆hを 2 psec以下とすることにより十分な計算精度が得られ

ことがわかった。 
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測定磁場分布を用いた軌道計算では、イオンの各座標の磁場強度として、測定結果を 2次元

で内挿したものを用いた。また、磁場が分布を持つ場合、軌道が最も入射軸(z軸)に近づくイオ

ンの散乱角は、均一磁場の場合のそれとは異なるため、散乱角を最適化した上で軌道の計算を

行った。 

図 4-18(b)で示した、補助コイルを使用した測定磁場データを用いて 1価のヘリウムイオン軌

道を計算した結果を図 4-19に示す。なお、より均一な磁場領域を用いるため、試料、エネルギ

ー分離アパーチャ、2D-PSDの z座標は、それぞれ 242.4、492.4、617.4 mmとして(試料-アパー

チャ間距離L = 250 mm)計算した。イオンのエネルギーを 350、275、200 keVと 3種類計算した

結果、それぞれの散乱角は 118.12°、122.12°、128.57°であり、磁場が均一(図 4-18(b)の場合の平

均磁場 2.02 T)な場合の散乱角 118.15°、122.16°、128.62°に対し 0.05°以下のずれが生じているこ

とがわかった。しかしながら、いずれのエネルギーのイオンもエネルギー分離アパーチャ(z = 

492.4 mm)付近でほぼ中心軸付近(最大で 0.19 mmのずれ)を通過し、φa = 1 mmのエネルギー分離

アパーチャを問題なく通過することがわかった。 
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図 4-19 試料表面位置を z = 242.4 mm、L = 250 mmとした場合に、図 4-18(b)の磁場分布を用い

て計算したヘリウム1価のイオン軌道のエネルギー分離アパーチャ(z = 492.4 mm)付近の拡大図。

イオンのエネルギーは 350、275、200 keVとし、磁場分布を考慮して散乱角を求めた結果、そ

れぞれ 118.12°、122.12°、128.57°であった。350 keVのイオンが z軸から最も離れた位置で収束

し、0.19 mmずれるが、φa = 1 mmのアパーチャを仮定した場合、問題なく通過する。 

 

 さらに、これら 3つのエネルギー350、275、200 keVの散乱イオンが 2D-PSD上で検出され

る半径位置を見積もった結果、均一分布の場合のそれに対するずれは、+ 0.40、+ 0.43、+ 0.37 mm

であった。これらは、いずれも半径検出位置が大きくなる方向へのずれであるため、位置スペ
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クトルが動径方向へシフトしたものと考えることができる。したがって、これを考慮し、得ら

れたスペクトルをシフトさせて解析を行えば、ずれの分解能への影響を小さく考えられる。た

とえば、図 4-19で計算した例の場合、得られるスペクトル全体を+ 0.40 mmシフトさせて考え

れば、磁場が不均一であることによるずれは、最大 0.03 mm程度と考えることができる。 

 

4.3.3    軌道計算軌道計算軌道計算軌道計算によるによるによるによる入射入射入射入射イオンビームのイオンビームのイオンビームのイオンビームの評価評価評価評価 

 

次に上記軌道シミュレータを用いて入射ビームの軌道評価を行った。縦方向磁場が存在する

場合、入射ビームが少しでも横方向の速度成分を持つとサイクロトロン運動を生じる。さらに

磁場が均一ではなく分布を持つ場合、これによる収束ビームサイズに対するぼけが懸念される。

ここでは、ウェハ上のTEG測定を念頭に目標とした、試料上ビームサイズφ 50 µmが達成でき

るかどうかを評価基準とした。 

加速器からのイオンビームは四重極レンズで収束効果を受けてスペクトロメータ内に導かれ

る。したがい、ビームは水平方向の速度成分を持つ。四重極レンズによる収束角 1.5 mradを仮

定すると、350 keVのヘリウムイオンの軌道は 2 Tの磁場中で約 120 µmのサイクロトロン半径

を持って運動する。これはプローブサイズを最大480 µm大きくしてしまうことを意味するが、

逆にサイクロトロン運動の収束作用を利用して収束ビームを得ることを考える。すなわち、入

射ビームの四重極レンズによる収束点を磁場空間の入口に設定し、ビームの収束面に試料を設

置することにより、試料上のビームサイズを磁場空間入口のビームサイズと同等にする。 

図 4-18(b)に示した測定磁場分布を用いて、350 keVのHe+ビームが 0.5、1.5、5.0 mradの角度

で磁場空間に入射した場合の軌道計算結果を図 4-20に示す。図には参照のため z軸上のBz磁場

分布も示した。各収束角を持つイオンは z = 242.4 mm付近で再収束し、そのサイズは磁場空間

入口のそれと同等の 50 µm以下であることがわかる。さらに、この再収束点が入射ビームエネ

ルギーに応じてどのように変化するかを計算した結果を図 4-21に示す。ビームエネルギーが大

きくなると再収束点は下方に変化するが、入射ビームエネルギーに応じて試料位置を適切に設

定する(エネルギー分離アパーチャと 2D-PSD の位置も決定した試料位置に応じて設定する)こ

とにより 50 µmのプローブを得ることができる。なお、磁場分布が均一である場合でも入射ビ

ームは z軸方向のほぼ同じ(± 0.5 mm以下の範囲)地点に再収束することを確認している。 
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図 4-20 図 4-18(b)に示した測定磁場分布(z軸上のBz磁場分布を左側赤線で示す)を用いて、350 

keVのHe+ビームが0.5、1.5、5.0 mradの角度で磁場空間に入射した場合の軌道計算結果。z = 242.4 

mmの地点でビームは再収束(< 50 µm)する。 
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図 4-21 磁場空間入口に収束角を持って入射したHe+イオンビームの収束面の z座標。横軸はビ

ームエネルギー。 

 

 

4.4    入射入射入射入射イオンビームのイオンビームのイオンビームのイオンビームの特性試験特性試験特性試験特性試験 

  

加速器をCRBSスペクトロメータ上に搭載し、スペクトロメータ下部に図 4-22に示すような

ファラデーカップおよび直交する x方向、y方向に 10 µmピッチで駆動する幅 20 mmのナイフ

エッジを設置して、加速ビームのサイズ、電流量を調べた。イオン源単体試験で得られた条件、

Heガス供給量 0.1 sccm、アノード電流 0.1 mA、引出電圧 10 kV、アインツェルレンズ電圧 6.1 kV

を用い、また、ビームラインに設けた磁場型偏向器を用いてビームアライメントを施して評価

した。その結果、四重極磁石による収束を行わない状態で、400 keV He+のイオン電流 400 nA、

ビームサイズは x、y方向ともにほぼ同じ 1.5 mmが得られることを確認した。次章で説明する

実際の分析の際は、アノード電流を下げてイオン電流が数十 nA になるようにコントロールし

て実施した。 
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Knife edge

Faraday cup   

(a) Top view (b) Side view
 

図4-22 CRBSスペクトロメータ底面部に設置した直交するナイフエッジおよびファラデーカッ

プ。電流量、ビームサイズを測定する。 

 

 

4.5    まとめまとめまとめまとめ 

 

 本章では、主に加速器部と超電導磁石を用いたスペクトロメータ部から成るCRBSシステム

について述べた。安定した He+イオンビームを得るため、PIG 型イオン源、小型高安定な縦型

加速器、四重極磁石等から成る加速器部を開発した。また、均一度の高い磁場(2 T)発生を実現

する無冷媒超電導磁石を用いたスペクトロメータを開発し、各コンポーネントの特性評価を行

った。本章の内容をまとめると以下のようになる。 

・ 各構成機器の小型化に成功し、全体のサイズとして幅 1.8 m、奥行き 1.4 m、高さ 2.5 mの

コンパクトなシステムを開発した。 

・ 小型のPIG型イオン源を開発し、好適な運転条件を見出した。イオン源単体で数µAのHe+

ビームが得られることを確認し、400 keVに加速したビームとして、ビーム径 1.5 mm、ビ

ーム電流 400 nAが得られることを確認した。 

・ 超小型のCockcroft-Walton型 500 kV円筒高電圧電源を開発し、±10-4以下の安定度での動

作を確認した。 

・ φ 340 mm×770 mmのチェンバ内に均一度の高い磁場(2 T)を発生させるスペクトロメータ

を開発した。空間磁場を測定してイオン軌道を計算することにより、CRBS に使用するた

めに必要な高い均一度の磁場が得られることを確認した。 

・ ビーム加速前のウィーンフィルタによる不純物の除去、二次電子逆流サプレッサ、に加え、

効率的な鉛板を設置することで規制の線量当量率 0.6 µSv / hr未満を実現した。 

・ スペクトロメータ内の強磁場による入射ビーム径の広がりを評価した結果、一旦スペクト

ロメータ入口を収束点とすることと、試料位置をビームエネルギーに応じて適切に設定す

ることにより、広がりを低減できることを示した。 

 なお、開発した縦型加速器は、市販のHRBS分析装置用の加速器として搭載されており、高

い実用レベルにあるものである。 
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第第第第 5章章章章    CRBS分析装置分析装置分析装置分析装置をををを用用用用いたいたいたいた薄膜試料薄膜試料薄膜試料薄膜試料のののの測定測定測定測定 

 

 本章では、開発した CRBS 分析装置を用いて、薄膜試料を測定した結果について説明する。

CRBSは、一様磁場中において、エネルギー分離アパーチャと 2D-PSDを用いて 2D-PSD上に

現れる位置スペクトルを解析することによりRBS分析を行う手法である。CRBSの大立体角性

を最大限に引き出すためには、中心に開口を設けた大面積(φ 340 mm)の 2D-PSDを用いるべき

であるが、このような大きさのイオンの位置検出器は市販されてないため、エネルギー分離ア

パーチャを通過する散乱イオンのうち一部の方位角に向かうイオンを検出する系を構築するこ

ととした。2D-PSDとしては、有効直径φ 80 mmのMCPディレイラインシステムを用い、測定

試料としては昨今薄膜化が進んでいるMOSFET の High-k ゲート絶縁膜を想定して約 2 nmの

HfO2膜を準備した。 

しかしながら、MCPシステムの磁場中におけるイオン検出感度の低下により位置スペクトル

を取得することができなかったため、SSDによるエネルギースペクトルの取得および、検出ス

リットを設置したSSDを用い、入射ビームのエネルギーを掃引して間接的な位置スペクトルの

取得を行うことにより、CRBS の原理実証を行った。以下では、最初に MCP を含めたイオン

検出器の動作確認実験について説明した後、準備した薄膜材料とそのCRBSによる測定結果に

ついて示す。 

 

5.1    検出器検出器検出器検出器のののの動作確認実験動作確認実験動作確認実験動作確認実験 

 

本節では、スペクトロメータ内の機器配置と、検出器の動作確認実験について説明する。ス

ペクトロメータ内上部に配置する機器は、エネルギー分離アパーチャを通過した散乱イオンの

軌道空間を確保しながら、限られた空間内に配置することに注意した。図 5-1 に示すように、

エネルギー分離アパーチャより上側に配置する機器は、すべて上側磁極からつり下げて固定す

る構造をとった。主な機器は、MCP支持台、エネルギー分離アパーチャ支持板、エネルギー分

離アパーチャ調整部品、MCP 上下駆動用非磁性超音波モータ、入射ビーム保護筒(図示してな

い)、0次元および 1次元半導体検出器支持台(図示してない)、半導体検出器用プリアンプ(図示

してない)、などである。これらの機器は散乱イオンの軌道を遮らないよう検出面より上側に設

置されている。すべての金属部品は、アルミニウムを中心とした非磁性材料で製作されており、

SUS304 も用いられていない。電気配線は磁極に配線用の穴を設けて装置外の制御・信号処理

機器と接続している。図 5-2、5-3にスペクトロメータ内上部の外観写真を示す。 
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図 5-1 CRBSスペクトロメータ内上部の機器配置側面図。 
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図 5-2 スペクトロメータ上部に配置した機器を斜め下方から見た外観写真。MCPと 0次元およ

び 1次元半導体検出器の検出面はすべて同一の高さになるように設置してある。 

 

 

 
図 5-3 エネルギー分離アパーチャを斜め上方から見た外観写真。 

 

3つの検出器、MCP、半導体検出器(SSD)および 1次元半導体位置検出器(1D-PSD)の検出面は、

下方から入射する散乱イオンを捉えるため下方を向いており、すべて同じ高さになるように設

置されている。半導体検出器用のプリアンプは、検出器との接続距離を短くするため真空内に

設置した。このために非磁性で、かつ、真空対応の素子を用いたプリアンプを製作し用いた。
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MCP表面には、表面にイオンが衝突した際に発生する二次電子の再入射を防ぐため、負の電圧

(- 3 kV前後)を印加する。しかしながらこの負電位は、機器からの散乱イオンなど浮遊イオンを

引き込んでノイズとなるおそれがあるため MCP システムの周囲にアルミ板による接地シール

ドを設けてこれを防いだ。 

スペクトロメータ下部の機器配置は下側磁極からの 3本の支持柱に取り付けた水平の中間板

を利用した。中間板の上には水平方向に 1軸駆動可能な試料ホルダを設置し、また、試料から

約 100 mmの位置にSSDとプリアンプを設置して、散乱粒子を捉えることにより試料に入射ビ

ームが照射がされていることを確認できるようにした。また、2 回以上 z 軸に収束してエネル

ギー分離アパーチャを通過する散乱イオンを除去するための遮蔽筒(図 3-1、3-4 参照)を、柱の

1 本からアームを出して固定した。SSD やプリアンプ、アームは、図 5-4 の外観写真に示すよ

うに、検出器群に入射する散乱イオンの軌道を遮らない方位角方向に設置した。図 5-4 で言え

ば、検出器群は図の下側にあり、検出器に入射する散乱イオンは下側の空間のみを運動する(図

3-1参照)ため、上記スペクトロメータ下側のSSD等は、図の上側に設置した。試料電流測定や

SSD 測定用の電気配線は、スペクトロメータ側面に取り付けた ICF253 のフランジを介して外

部の制御・信号処理機器と接続した。 

 

 
図 5-4 スペクトロメータ下部の機器配置を上部方向から見た外観写真。 
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5.1.1    MCPシステムのシステムのシステムのシステムの磁場中動作確認磁場中動作確認磁場中動作確認磁場中動作確認 

 

CRBSの位置スペクトル取得のために設置したMCPディレイラインシステムは、直径80 mm

のMCP 3枚と x、y方向の 2次元に 0.5 mmピッチで張り巡らされた 2組のワイヤによる位置検

出器から構成される。その外観とワイヤ型検出器の模式図を図 5-5に示す。イオンがMCPに入

射して発生した二次電子は、MCP中で加速・増幅され電子群となってワイヤ型検出器に入射す

る。ワイヤ端にはTDC(time to digital converter)が接続されており、MCP出力信号(スタート)と両

端で計測される信号(ストップ)の時間差から位置が算出される。磁場が存在しない場合、MCP

から出てくる電子群はワイヤピッチより十分大きく広がり、必ず x、y方向の両方のワイヤに入

射するため、2次元位置を求めることができる。 

 

 
 

図5-5 CRBS位置スペクトル取得のために設置したMCPディレイラインシステムの外観(左)と、

ワイヤ型検出器の模式図(右)。 

 

これに対し、強磁場における本検出器の動作を検証するため、以下のような試験を行った。

放射性同位元素アメリシウム(241Am)によるα線源(5.5 MeV、500 Bq)をMCP前面部に直径3.5 mm

のアパーチャを有するアルミ板を介して固定し、スペクトロメータ内に設置した。超電導磁石

のメインコイル電流を 0から 60 A(約 1.5 Tに相当)まで上昇させ、同じ測定時間による積算カウ

ントの 2次元画像を取得した。磁場強度が 0、1.25 T、1.5 Tの場合の取得画像を図 5-6に示すが、

明るい部分が線源からのα粒子が直径3.5 mmのアパーチャを通過して入射している部分であり、

磁場が強くなるほど取得カウント数が減少し、信号強度が低下していくことがわかる。図 5-7

はこの領域の総カウント数を積分し磁場強度に対してプロットしたもので、磁場強度と MCP

システムで得られる信号強度の関係を表している。図の縦軸は磁場 0の場合の信号強度を 1と

規格化して示した。この結果から、磁場を強くすると検出効率が著しく低下することがわかる。

なお、測定は MCP に印加するバイアス電圧を変化させて行ったが、バイアス電圧を上げるこ

とで信号強度の低下はいくらか抑えられるものの、その効果は大きくないことがわかった。 
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図5-6 磁場強度の違いによるα線源からのMCPシステムによる積算カウントの2次元画像の変

化。明るい部分が線源からのα粒子が入射している部分。それぞれの場合の磁場強度は、左か

ら 0、1.25、1.5 T。 
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図 5-7 磁場強度に対するMCPシステムで得られる信号強度。α線源からの信号を一定時間積分

したカウント値を対数目盛で縦軸にとっている。磁場が強くなるほど得られる信号強度は降下

するが、MCPに印加するバイアス電圧を上昇させることにより、信号強度の若干の改善が見ら

れる。 

 

磁場中におけるMCP信号強度の低下の原因は、MCP内のキャピラリ壁面から発生する二次

電子が磁場にトラップされることにより、バイアス電圧で加速され壁面へ繰り返し衝突して起

こるはずの電子増幅が抑えられているためであると考えられる。そこで、二次電子のキャピラ

リ内壁への再衝突量の増大を狙い、キャピラリ内径(ポア径)を 25 µmから 10 µmのMCPに変

更して試験を行った。図 5-8にその結果を示す。図の縦軸は磁場 0の場合の信号強度を 1とし

て換算した積算カウント値である。ポア径 10 µmとしたことにより 25 µm の場合に対して信号
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強度は約 2.5倍に上がったが、装置の動作磁場として考えている 2 Tにすると、無磁場の場合

の 100分の 1程度まで効率が落ちてしまうことが予想され、測定に用いるのは困難であること

がわかる。 
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図 5-8 磁場強度に対するMCPシステムで得られる信号強度。α線源からの信号を一定時間積分

したカウント値を、磁場 0の場合の強度を 1として換算したものを対数目盛で縦軸にとってい

る。磁場による信号強度の降下は、MCPポア径を 10 µmとすると若干抑えられる。 

 

さらに、ディレイラインシステムのパルス信号波形を観察した。その結果、磁場を上げてい

くと、パルス時間計測のための MCP からのスタート信号は出力されているものの、それに対

応するワイヤの x信号や y信号は観測されなくなっていくことがわかった。これは、磁場が存

在する場合イオン入射により MCP が十分な電子増幅を行っている場合でも、ワイヤではその

電子群を捉えてないことを意味する。すなわち、図 5-9の模式図に示すようにMCPからの電子

群はサイクロトロン運動を生じて 0.5 mmのワイヤピッチ間(ワイヤ径は 0.2 mm)をすり抜けて

いるのである。たとえば、磁場強度 2 TでMCPから 3 keVの電子が横方向の速度成分のみを持

って放出されたとしても、その回転半径は 10 µmしかなく、1 Tでも 20 µm程度であるためワ

イヤに触れずにすり抜ける確率は高い。したがって、このワイヤ検出方式では強磁場中におけ

るイオン検出は困難であると結論づけられた。 
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図 5-9 上方のMCPで増幅された電子群が、縦方向の磁場に巻き付きながら x、y方向 2次元の

ワイヤ間をすり抜けて行く様子。 

 

 

5.1.2    1次元半導体位置検出次元半導体位置検出次元半導体位置検出次元半導体位置検出器器器器のののの動作確認動作確認動作確認動作確認 

 

1次元半導体検出器(1D-PSD)の仕様と外観を表 5-1および図 5-10に示す。1次元の位置演算

は、入射位置に応じて左右に分割される電荷量が変わる、すなわち、左右両端に現れるパルス

信号の高さが変わるため、両者の比をとることで行われる。半導体検出器は、磁場の影響で感

度が低下したり動作が不良になったりすることはないが、本システムで想定している中エネル

ギーの位置検出が問題なく行えるかどうかを確認しておく必要がある。本節では、本検出器が

CRBSシステムにおけるイオン位置検出器として適当かどうか、すなわち、ヘリウムイオン(200 

~ 450 keV)を位置分解能よく検出できるかどうかについて評価した結果について示す。 

 

表 5-1 1D-PSD(Micron社製)の仕様。 

Type  Totally depleted planar
Position sensitive  1 axis

Active area  50 x 10 mm2

Inter anode resistance  4 - 10 kohm
Position resolution  100 - 300 µm  

 

 
図 5-10 1D-PSDの外観。 
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本検出器にアパーチャを介して 241Am のα線を入射し、位置およびエネルギーの検出を試み

た。実験の配置図およびブロック図を図 5-11 および 5-12 に、このときの両端の信号のプリア

ンプ出力波形を図 5-13に示す。これから、241Amのα線(5.5 MeV)に対する信号(図 5-13左図)は、

十分なS / Nで得られており、約 700 mVのパルス波高をもつことがわかる。このときノイズ高

さ(同右図)は 50 mV程度であった。しかしながら、信号の波高は入射エネルギーに比例するた

め、本システムで用いる最低エネルギー200 keVに対しては、700 (mV)/ 5500 (keV)×200 (keV) = 

25 mVとなることが予想され、ノイズに埋もれてしまう。ここで観察されたノイズは、検出器

が低抵抗な抵抗性検出器であるために熱雑音(ジョンソン雑音)の影響を大きく受けていること

によると考えられ、本質的にこれを取り除くことは難しい。したがって、本 1D-PSD は CRBS

システムにおいて位置検出器として用いるのは困難であることがわかった。 

一方、左右両端のノイズ波形は反転しているため、これらを加算することにより得られるエ

ネルギー信号(パルス波高値で表される)においては、本ノイズの影響は非常に小さいものにな

ることが予想される。図 5-14は、プリアンプに疑似パルスを同時に入力した場合の 241Amのα

線に対するエネルギースペクトル(Vx+Vy)である(ここで Vxは検出器左端から出力される信号パ

ルスの波高値、Vyは右端のそれ)が、予想されたとおりエネルギースペクトルは比較的よい分解

能で取得できることがわかる。 

 

241Am α source

Aperture

1D-PSD
 

図 5-11 1D-PSD評価のための実験配置図。 
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図 5-12 1D-PSD評価のための実験ブロック図。検出器左右両端からのパルス信号を 2台のプリ

アンプ(clear pulse製 5560)で検出する。Vbは検出器に印加するバイアス電圧。 
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図 5-13 5.5 MeVα線を入射した場合の 1次元半導体検出器両端からのプリアンプ出力波形。横軸

は時間(秒)で縦軸は電圧(V)。右図はノイズ部分の拡大図。 
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図 5-14 同時に疑似パルスを入力した場合の、241Amのα線に対して取得したエネルギースペク

トル。横軸はチャンネルで、縦軸はカウント数(対数目盛)。 

 

 

5.2    原理実証実験原理実証実験原理実証実験原理実証実験 

 

 前節で見たように、MCPシステムによるCRBS位置スペクトルの測定は困難なため、1D-PSD

を用いて、High-k薄膜試料からの散乱イオンのエネルギースペクトルを取得した。また、検出

スリットを設置したSSDを用い、入射ビームのエネルギーをして間接的な位置スペクトルを取

得した。以下では実験結果の詳細について述べる。 

 

5.2.1    High-k薄膜試料薄膜試料薄膜試料薄膜試料 

 

 測定した試料は、スパッタリングによりSi基板の上に成膜した膜厚設計値 3 nmのHfO2薄膜

である。詳細な膜構造を把握するため、HRBS と断面 TEM によりその組成分布や膜厚を確認

した。まず、HRBSの測定条件および測定結果をそれぞれ表 5-2、図 5-15、16に示す。測定か

ら、試料構造はHfO2(~ 2 nm) / SiOx (~ 4 nm) / Siとなっており、HfはSiOx内にも若干含まれて

いることがわかった。また、測定されたHfの面密度は 4.5×1015 (atoms/cm2)であった。 

 

表 5-2 HfO2 / Si試料のHRBS測定条件 

ビームエネルギー  450 keV 

イオン種   He+ 

散乱角   55度 

ビーム入射角  試料面の法線に対し 45度 

試料電流   25 nA 

ビーム照射量  40 µC 

測定エネルギー範囲 325 ~ 450 keV 



94 
 

 

340 360 380 400 420 440
0

2000

4000

6000

8000

10000

Hf
Ar

C

O

Si

 measured
 calculated

Y
ie
ld
 (
co
un
ts
/k
eV

)
 

Energy (keV)

1/10

 
図 5-15 HfO2(3nm) / Si(設計値)試料のHRBSスペクトル。黒点は測定値を、赤線はフィッティン

グシミュレーション結果を示す。 
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図 5-16 HfO2(3nm) / Si(設計値)試料のHRBSによる元素組成の深さ分布。 

 

次に、TEM による観察結果を図 5-17 に示す。試料構造はやはり HfO2 / Si ではなく、

HfO2(2.2nm) / SiO2(4.5nm) / Siと観察され、HRBSによる結果とほぼ一致した。 
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図 5-17 HfO2(3nm) / Si(設計)試料の断面TEM像。 

 

 

5.2.2    CRBS分析装置分析装置分析装置分析装置によるによるによるによる測定測定測定測定 

 

HRBSおよびTEM観察で構造を確認したHfO2(2.2nm) / SiO2(4.5nm) / Si試料についてCRBS

スペクトロメータを用いて 2つの方法により測定・評価した。1つは、50 mm×10 mmの 1D-PSD

を用いた(前節で述べたように位置検出器としては精度が悪いため、長方形の SSD として用い

た)エネルギースペクトル取得による評価、もうひとつは、SSD 前面に検出スリットを設置し、

入射エネルギーを変化させることによって測定される収量の変化から間接的な位置スペクトル

を取得することによる評価である。 

 

5.2.2.1 長方形半導体検出器長方形半導体検出器長方形半導体検出器長方形半導体検出器によるエネルギースペクトルのによるエネルギースペクトルのによるエネルギースペクトルのによるエネルギースペクトルの取得取得取得取得 

 

長方形のSSD(50 mm×10 mm)を図 5-19挿入図(右上)にあるように、スペクトロメータ内の動

径方向に SSDの長手方向をそろえて設置してエネルギースペクトルを測定した。重元素Hfか

らのCRBSシグナルを捉えるため、試料からエネルギー分離アパーチャまでの距離Lは350 mm、

磁場強度B = 1.85 Tとした。検出器を設置した半径範囲は、70 < ρ < 120 mmであるから、この

範囲でHfからの散乱イオン信号を取得する入射エネルギーの条件を図 5-18を用いて 245 keV

と 260 keVに決定した。図は、L = 350 mm、B = 1.85 Tの条件で、試料表面のHf、Si、O原子か

ら散乱され、エネルギー分離アパーチャを通るイオンの半径検出位置を、式(3-30)を用いて計算

し、入射 He+エネルギーの関数として実線(左縦軸)で示したものである。また、図中破線(右縦

軸に対応)は検出器で検出されるエネルギーである。図中赤丸で示した 4つの点は、用いた入射

エネルギー245 keVと260 keVに対応する半径検出位置と検出されるエネルギーを示している。
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エネルギー分離アパーチャ径φa = 2 mmとし、上記 2つのエネルギーのHe+イオンで試料を照射

した場合に取得されたエネルギースペクトルを図 5-19に示す。入射エネルギーを 245 keVから

260 keV へと大きくすると、エネルギースペクトルは高エネルギー側へ移動しており、移動量

は、計算で予想される 14 keVとほぼ一致した。このことと、図 5-18からこの半径位置(青実線

で図示)では、Si や O などの他元素からのピークは現れないことから、このエネルギースペク

トルはHf原子からの散乱イオンによるものと結論される。 
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図 5-18 条件L = 350 mm、B = 1.85 Tで、試料表面のHf、Si、O原子から散乱され、エネルギー

分離アパーチャを通るイオンの半径検出位置(実線：左縦軸)とそのときのエネルギー(破線：右

縦軸)。横軸は入射He+エネルギー。入射エネルギーを 200 ~ 300 keV程度にすると、設置した

SSDの半径範囲 70 < ρ < 120 mmにはSi、Oからの散乱イオン信号は来ない。赤丸は、測定に

用いた入射エネルギー245 keV、260 keVの場合のHfからのイオンの検出半径位置と対応する

散乱イオンエネルギー。 

 



97 
 

Energy
shift

SSD

Top view

Hf

Hf

100 150 200 250 300
0

500

1000

1500

2000

2500

Y
ie
ld
 (
co
un
ts
 /
 k
eV

)

Energy (keV)

B = 1.85 T
L = 350 mm
φ
a
 = 2 mm

E
in
 = 245 keV

E
in
 = 260 keV

 
図 5-19 半径位置 70 < ρ < 120 mmに設置した長方形SSDで得られたエネルギースペクトル。黒

丸は試料への入射He+のエネルギーが 245 keVの場合、赤丸は 260 keVの場合のエネルギース

ペクトル。両スペクトルのシフト量は、計算で予想される 14 keVとほぼ一致した。 

 

図 5-19の入射エネルギー245 keVの場合の結果を用いて、Hfピークの面積から収量の評価を

行った。収量Y(Hfピークの面積)は、式(2-6)に、中性、1価、2価全ての価数のヘリウム散乱粒

子(He0、He+、He2+)のうち、1価のヘリウムHe+が生成する確率εを乗じたもので表され、 

∆Ω







Ω

=
d

dNtQ
Y

σ
α

ε
cos

       (5-1) 

で与えられる。ここで、Ntは膜中の Hf の面密度、Q はスペクトルを得るのに要した入射粒子

数、αは試料法線から測定した入射角(この場合 0)、dσ / dΩ は微分散乱断面積、∆Ωは立体角で

ある。前節で見たHRBSの結果からHfの面密度は4.5×1015 (atoms/cm2)であり、また、散乱角

は、式(3-11)にL = 350 mmと、試料表面Hfからの散乱イオンが検出されるρd = 98 mmを代入し

て得られる139°とし、微分散乱断面積はMolièreポテンシャルを用いて数値計算[2.5]で求めた。

これらは深さによる変化はなく一定とし、また、ε は 65 %[2.29]として計算した。その結果、

図 5-19のエネルギースペクトルを得たときの立体角∆Ωは、0.3 msrと計算された。これを、動

径方向に同じ幅をもつ円環状の検出器を仮定した場合の立体角∆Ωall へ換算する。そのために、

用いた検出器の面積と円環状検出器を仮定した場合の面積比 Sall / S = 2πρd / Wを乗じた。ここで

Wは用いた検出器の幅である。面積比を乗じた結果、今回の測定を全方位角にわたって取得で

きる円環状の検出器で行った場合の立体角∆Ωallは、約 17 msrと計算され、従来HRBSの約 40

倍の立体角で測定可能であることがわかった。ただし、これは 3.2.2節の立体角の議論でρd = 98 

mmを用いて計算される 30 msrに比べ半分程度の値であり、この差異の原因として、入射粒子
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数Qの計測における誤差や磁場分布による散乱イオン軌道のずれなどが考えられる。特に前者

の入射粒子数については、試料電流計測を行ったのは測定開始時のみであったため、測定中の

電流変動は考慮されておらず、これが主要因であると考えられる。 

 

5.2.2.2    スリットスリットスリットスリット付半導体検付半導体検付半導体検付半導体検出器出器出器出器によるによるによるによる位置位置位置位置スペクトルのスペクトルのスペクトルのスペクトルの取得取得取得取得 

 

強磁場中で位置検出器が良好に動作しないため、図 5-20に示すような実験配置で間接的に位

置スペクトルの取得を試みた。前節と同じHfO2(2.2 nm) / SiO2(4.5 nm) / Si試料を用いて、Hf元

素による散乱イオンピークが現れる位置(ρd = 128 mm付近)に、図 5-21の外観写真に示すような

幅 1 mm長さ 10 mmの検出スリットを設けた直径 20 mmのSSDを設置した。本来、検出器を

動径方向に移動させることで位置スペクトルを測定するべきであるが、強磁場中でそのような

動作機構を構築するのは困難なため、検出器は固定したまま、散乱イオンピークの位置を移動

させて測定した。散乱イオンのエネルギーが変化するとエネルギー分離アパーチャを通過する

イオンの半径検出位置も変化するため、図 5-20で示した円環の半径が変化することになる。円

環は、位置スペクトルにおける試料 Hf 元素からの散乱イオンピーク幅を示している。入射エ

ネルギーを大きくしていくと、円環は中心から外側へ移動していくため、ある入射エネルギー

から幅 1mm のスリットに入射し始め、やがてスリットを通過しなくなる。検出スリットの後

方にはSSDがあるので、各入射エネルギーに対する同一時間内で測定されるイオン数をカウン

トすることにより、間接的に位置スペクトルを得ることができる。本実験においては、入射エ

ネルギーEinを 325 keV前後とし、B = 1.85 T、L = 350 mm、φa = 2 mmとして測定を行った。 

 

 
図 5-20 ボアチューブ(スペクトロメータ)内ρd = 128 mm付近に、前面に 1×10 mm2のスリット

を設けた直径 20 mmのSSDを設置した場合の上面模式図。薄緑色の 2つの円環は、異なる入

射エネルギーを用いた場合の試料 Hf 元素からの散乱イオンピーク。入射エネルギーを高くし

ていくと円環(Hfピーク)は外側に移動する。 
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図 5-21前面に 1×10 mm2の検出スリットを設けた直径 20 mmのSSDの外観写真。アルミ板に

スリットを設け、カプトンテープでSSD前面に固定した。 
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図 5-22 ρd = 128 mm付近に 1×10 mm2のスリットを設置したSSDを用いて、入射エネルギーを

変化させて取得したスペクトル。Hf元素からの散乱イオンピークの一部をスリットで切り出し

て取得していることになる。入射エネルギー327 keV 付近で散乱イオンのカウントは最大とな

り、このとき円環状の Hf ピークの動径方向中央付近がスリット付近に存在していると考えら

れる。 

 

スリット付SSDで得られたスペクトルのうち、いくつかの入射エネルギーに対する結果を図

5-22に示す。Einが 321 keV付近では散乱粒子はほとんど検出されないが、Einを大きくしていく

と徐々に増えていき、327 keV付近でカウントは最大となり、333 keV付近で再びカウントはな

くなっていくことがわかる。すなわち、入射エネルギー327 keV付近で、円環状のHfピークが

スリット位置に存在していると考えられる。各入射エネルギーに対する総カウント数を各測定

時の試料電流値で規格化した値を、入射イオンのエネルギーの関数としてプロットしたしたも
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のを図 5-23に示す。図の上横軸は各入射エネルギーに対して、試料表面のHf原子からの散乱

イオンが検出器上で測定されるエネルギーを示している。 
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図 5-23 入射イオンエネルギーに対する、1×10 mm2のスリットを通してSSDで得られたカウ

ント数。ただし試料電流で規格化している。上横軸は各入射エネルギーに対して試料表面のHf

からの散乱イオンが検出器上で測定されるエネルギーを示している。 
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図 5-24 条件L = 350 mm、B = 1.85 Tで、試料表面および表面からの深さ 2.2 nmのHf原子から

の散乱イオンが検出される半径検出位置。横軸は入射 He+イオンエネルギー。黒実線は試料表

面からの、青線は 2.2 nm深さからの散乱イオンにそれぞれ対応している。(1)は測定に用いた入

射エネルギー範囲、(2)はエネルギー分離アパーチャが無限小の場合のHfピークの幅(~ 0.83 mm)、

(3)は検出スリット幅(1 mm)を示している。 

 

ここで、図 5-24 を用いて入射エネルギーとスリット付 SSD の動径方向の位置との関係、お

よびHf原子からの散乱イオンの動径方向分布のピーク幅について考察する。図5-24は、図 5-18

で得られた計算結果の入射エネルギー310 ~ 340 keVの部分を拡大したもので、試料表面および

試料表面から深さ 2.2 nmのHf原子から散乱された散乱イオンが検出される半径検出位置を、

それぞれ黒実線および青実線で示している。図中の矢印(1)は測定に用いた入射エネルギーの範

囲を示している。HfO2の膜厚によるスペクトルの広がりは、本試験で用いた入射エネルギー範

囲では、いずれの入射エネルギーを用いた場合でも矢印(2)で示すようにほぼ同じ幅 0.83 mmを

持つため、入射エネルギーを変化させてもピークの形状は変化しないと仮定でき、本測定は、

検出器面上の位置スペクトル(のHfピーク)を 1 mmの位置分解能(検出スリットの幅：図中矢印

(3))で測定していると見なすことができる。ただし矢印(2)で示した幅は、アパーチャ中心を通

過したイオンに対しての幅であるから、実際には、アパーチャが直径 2 mmのサイズを持つこ

とによるスペクトルの広がり幅δρa(~ 0.48 mm)と、エネルギー・ロス・ストラグリングによるス

ペクトルの広がり幅δρstr(~ 0.47 mm)の寄与が加わった幅をもつ。 

したがって、Hf 原子から散乱された散乱イオンの検出半径位置方向の分布は、Hf 膜厚によ

る幅δρt(= 0.83 mm)の矩形関数に、膜の試料表面側においては幅δρaの矩形関数を畳み込んだ、

また、膜の界面側においては、幅δρaの矩形関数および半値幅δρstrのガウス関数を畳み込んだ分
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布(F(ρ)とする)となる。この分布F(ρ)を 1 mm幅で順次積分していたものが、測定で得られる(と

予想される)分布であり、これを計算しρd (mm)に対して図5-25に青実線でプロットした。図5-25

には、図 5-23に示した測定結果を横軸ρd (mm)に換算して黒丸でプロットしたものも示した。

両者の幅を比較すると、黒丸の分布の幅の方が広いが、これは、測定結果には上述した以外の

要因、すなわち、システムが持つ分散要因が存在するためであると考えられる。そこで、シス

テムが持つ分散分布が、半値幅δρsysのガウス関数で表されるとしてδρsysを見積もった。すなわ

ち、F(ρ)に半値幅δρsysのガウス関数を畳み込んだ分布(G(ρ)とする)を計算してδρsysを見積もった。

そのために、分布G(ρ)を 1 mm幅で順次積分していった場合の分布が、測定で得られたプロッ

ト(図の黒丸)に最も近づくように、δρsysを決定した。その結果得られた(1 mm幅で積分した場合

の)分布が図中赤実線であり、このときδρsys = 1.73 mmであった。これが、実際のシステムが持

つ分散であり、測定で得られた分布の分散要因のほとんどを占めている。システムが持つ分散

を含めると、試料表面Hfに対する位置分解能は 1.76 mmと計算され、これを深さ分解能に換

算すると、4.3 nmとなる。 
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図 5-25 黒丸は、図 5-23に示した測定結果を横軸ρd (mm)に変換してプロットしたもの。青実線

は、エネルギー分離アパーチャが直径 2 mm のサイズを持つことによる広がりδρaとエネルギ

ー・ロス・ストラグリングによる広がりδρstrを考慮したHfのスペクトルF(ρ)を 1 mm幅で順次

積分していった場合のプロファイル。赤実線は、F(ρ)に半値幅δρsys のガウス関数を畳み込んだ

分布(G(ρ))を 1 mm幅で順次積分していった場合の分布が、黒丸に最も近づくようにδρsysを最適

化した結果得られた(1 mm幅で積分した場合の)分布。 

 

本測定における分解能を決める主要因は、システムのもつ分散δρsysであることがわかったが

(これがない場合の表面における深さ分解能は約 1.2 nmと計算される)、δρsysの主要因としては、
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測定ビームサイズによる分散が大きいと考えられる。試験では、測定中にビームサイズを把握

する手段がなかったため詳細な値は確認できていないが、他条件における観測から、ビームサ

イズは 1 ~ 1.5 mm程度であり、図 5-25の考察で得られた値 1.73 mmのほとんどを占めていると

予想される。逆に、小さなビーム径を得ることができれば、δρsysを小さくすることが可能とな

り、3章で議論した深さ分解能に近づくものと考えられる。 

 

5.3    まとめまとめまとめまとめ 

 

 本章では、開発した CRBS 分析装置を用いて、HfO2膜試料を測定した結果について述べた。

MCPシステムの磁場中におけるイオン検出感度低下および一次元半導体検出器のS / N不足で、

スペクトル測定は困難なため、CRBS 分光系によるエネルギースペクトルと、間接的な位置ス

ペクトルを得ることを目指した。これらの測定の中で得られたことをまとめると、以下のよう

になる。 

・長方形の半導体検出器を用いてエネルギースペクトルを取得した。HfO2膜の Hf からの散乱

イオンを捉えるための条件B = 1.85 T、L = 350 mmに設定して、入射エネルギーを変化させる

ことにより、理論通りエネルギースペクトルがシフトすることを確認した。また、方位角方向

すべてにおいて信号取得した場合には立体角 17 msrとなることを示し、大立体角のコンセプト

を実証した。 

・幅 1 mmの検出スリットを設けた半導体検出器を設置し、スリットを通過する散乱イオンの

カウント数を入射エネルギーの変化に対してプロットすることにより、間接的に位置スペクト

ルを取得した。スペクトルから位置分解能を見積もった結果、入射ビームサイズが主要因と考

えられる分解能の低下が存在することがわかった。見積もった位置分解能を試料表面における

Hfに対する深さ分解能に換算すると、約 4.3 nmであることがわかった。 
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第第第第6章章章章    結論結論結論結論 

 

 磁場中の荷電粒子のサイクロトロン運動を利用したラザフォード散乱分光法(CRBS)の特性

について、理論的に解明するとともに、原理を実証するためのシステムを設計・製作した。実

証実験では、CRBS 特有のエネルギースペクトル、位置スペクトルを測定し、その大立体角性

を確認することができた。 

 本研究で得られた具体的な成果を以下に総括する。 

 

(1) 散乱イオンのサイクロトロン運動を利用した CRBS 分光の原理を示し、CRBS の特性とし

てエネルギー分解能、立体角、質量分解能、深さ分解能を解析的に評価する公式を導いた。

概して、試料-エネルギー分離アパーチャ間の距離Lやアパーチャの直径φaを小さくすると

エネルギー分解能、質量分解能、深さ分解能ともに向上するが、立体角は小さくなること

を示した。また、具体的なLやφaの例を示し、これらを適切に選択すれば、10 msr以上の

大きな立体角と、HRBSやMEIS並みの分解能を同時に実現できることを明らかにした。 

(2) 散乱イオンのスペクトル・シミュレータのためのスペクトル計算の基礎公式を導出し、プ

ログラムコードを完成させた。シミュレータで得られたCRBSスペクトルは、通常のRBS

スペクトルと類似していることを示した。 

(3) 実際にCRBSシステムの機器設計・製作を行い、幅 1.8 m、奥行き 1.4 m、高さ 2.5 mとコ

ンパクトな CRBS システムを完成させた。各パーツの特性評価を行い、中エネルギーHe+

ビームが安定に十分な電流を持って得られること、均一度の高い磁場空間が得られること

を確認した。散乱イオンの軌道計算シミュレータを開発し、分布を持つ磁場中の軌道計算

を行うことにより、測定で得られた磁場分布が CRBS分光を行うのに十分な均一度を持っ

ていることを示した。さらに、収束入射ビームを用いる場合、磁場中の収束特性から最適

な試料照射位置が存在することを明らかにした。 

(4) 開発した CRBS分析装置を用いて極薄HfO2膜試料を測定した。MCPシステムの磁場中に

おけるイオン検出感度低下および一次元半導体検出器のS / N不足のため、スペクトル検出

は困難であることがわかった。一方、CRBS 分光系によるエネルギースペクトルと間接的

な位置スペクトルを得ることにより、立体角 10 msr以上の大立体角性能と、試料表面のHf

に対する深さ分解能 4.3 nmを確認した。 

 

 1995 年の井上らのアイディアの公開以来 10 年以上が経過し、本研究開発により試作システ

ムの完成、原理の実証まで行うことができたが、大立体角性能を具現化する大面積での位置ス

ペクトル測定を実現することができなかった。今後は、強磁場中で動作し、かつ、大面積な位

置検出器の開発に力を注ぐことが重要であり、これをクリアすることができれば、筆者らが目

指した「高分解能で明るい」分光器の実用化に大きく近づくものと考える。 
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